
郵送またはインターネットによる

議決権行使期限
証券コード：7350

・今年から会場が変更となっております。
当日ご出席される場合は、末尾の「株主総会会場
ご案内図」をご参照のうえ、お間違いのないよう
ご注意ください。

日 時

場 所

第5回 定時株主総会

招集ご通知
2026年６月25日（木曜日）
午前10時
（受付開始時刻：午前9時30分）

沖縄県那覇市久茂地３丁目10番１号
沖縄銀行本店 ５階ホール

目 次
■ 第5回定時株主総会招集ご通知
■ 株主総会参考書類
第1号議案 剰余金の処分の件
第2号議案 取締役（監査等委員である取締役を除

く）3名選任の件
第3号議案 役員賞与支給の件

■ 第5期事業報告
■ 連結計算書類
■ 計算書類
■ 監査報告書
株主総会会場のご案内

2026年6月24日（水）
午後5時まで
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株式会社

1

証券コード7350
2026年６月3日

（電子提供措置の開始日2026年６月2日）
株 主 各 位

沖縄県那覇市久茂地３丁目10番１号

取締役社長 山 城 正 保

第５回定時株主総会招集ご通知
拝啓 時下ますますご清栄のこととお喜び申し上げます。
さて、当社第５回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご通知申し上

げます。
本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下

記ウェブサイトに「第５回定時株主総会招集ご通知」として電子提供措置事項を掲
載しております。

当社ウェブサイト https://www.okinawafg.co.jp

（上記ウェブサイトにアクセスいただき、メニューより「株主・投資家情報」「株式
情報」「株主総会関連」を順に選択いただき、ご確認下さい。）

また、電子提供措置事項は、当社ウェブサイトのほか、東京証券取引所(東証)の
ウェブサイトにも掲載されますので、以下よりご確認下さい。

東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社サービス）
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「おきなわ
フィナンシャルグループ」又は「コード」に当社証券コード「7350」を入力・検
索し、「基本情報」「縦覧書類/PR情報」を順に選択して、「縦覧書類」にある「株主
総会招集通知/株主総会資料」欄よりご確認下さい。）

なお、当日ご出席願えない場合には、お手数ながら電子提供措置事項に掲載の株
主総会参考書類をご検討のうえ、2026年６月24日（水曜日）午後５時までに議決
権を行使くださいますようお願い申し上げます。

敬 具
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記

1. 日 時 2026年６月25日（木曜日）午前10時
（受付開始時刻 午前９時30分）

2. 場 所

沖縄県那覇市久茂地３丁目10番１号
沖縄銀行本店 5階ホール

※開催場所が昨年と異なりますので、末尾の
「株主総会会場のご案内」を参照の上、
お間違えのないようご注意ください。

3. 目的事項

報告事項 第５期（2025年４月１日から2026年３月31日まで）
事業報告、連結計算書類、計算書類ならびに会計監査
人および監査等委員会の監査結果報告の件

決議事項 第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除

く）3名選任の件
第３号議案 役員賞与支給の件

（株主様へのお願い）
（議決権行使に関するお願い）
当日ご出席願えない場合には、郵送またはインターネット等による議決権の行使
をお願い致します。

（お土産について）
お土産につきましては、ご来場いただけない株主様との公平性の観点から、ご用
意いたしておりません。どうぞご了承下さい。
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▶議決権の行使についてのご案内
インターネット等による議決権行使

議決権行使ウェブサイト（https://evote.tr.mufg.jp/）にアクセスし
ていただき、画面の案内にしたがって、議案に対する賛否をご入力く
ださい。

行使期限 2026年６月24日（水曜日）午後５時まで
詳細は 4頁をご覧ください。▶▶▶

書面による議決権行使
同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、行使期
限までに到着するようご返送ください。議決権行使書面において、議
案に賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示をされたものとして取
り扱わせていただきます。

行使期限 2026年６月24日（水曜日）午後５時到着分まで

当日ご出席による議決権行使
当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付
にご提出くださいますようお願い申しあげます。

開催日時 2026年６月25日（木曜日）午前10時

（1）郵送（議決権行使書面）および電磁的方法（インターネット等）の双方により議決権を行使
された場合は、電磁的方法（インターネット等）による議決権行使を有効なものとして取り
扱わせていただきます。

（2）電磁的方法（インターネット等）により複数回にわたり議決権を行使された場合は、最後の
議決権行使を有効なものとして取り扱わせていただきます。

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
● お知らせ
書面交付請求された株主様へご送付している書面には、法令及び当社定款第17条の規定に基づき、事業報告の

「当社の新株予約権等に関する事項」、「財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針」、「業務
の適正を確保する体制」、「特定完全子会社に関する事項」、「親会社等との間の取引に関する事項」、「その他」および
連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」、「連結注記表」、計算書類の「株主資本等変動計算書」、「個別注記表」
を記載せず、インターネット上の各ウェブサイトに掲載させていただきます。
したがいまして、当該書面は監査報告を作成するに際し、監査等委員会及び会計監査人が監査をした書類の一部で

あります。
招集通知が発出した日から株主総会の前日までの間に株主総会参考書類、事業報告、連結計算書類および計算書類

に修正が生じた場合は、インターネット上の各ウェブサイトに掲載させていただきます。
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2026年６月24日（水曜日）の午後5時まで

三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部（ヘルプデスク）

0120-173-027（受付時間9:00～21:00、通話料無料）

インターネットによる議決権行使で
ご不明な点がございましたら、
右記にお問い合わせください。

1. 1.

3.
2.

2.

議決権行使書用紙に記載の
QRコードを読み取ってください。

議決権行使ウェブサイトに
アクセスしてください。

以降は、画面の案内に従って
賛否をご入力ください。

以降は、画面の案内に
従って賛否を
ご入力ください。

議決権行使書用紙に記載された
「ログインID・仮パスワード」を入力し
クリックしてください。

https://evote.tr.mufg.jp/

行使期限

下記の案内に従って議案の賛否をご入力ください。

インターネットで議決権を行使される場合

▶ QRコードを読み取る方法 ▶ ログインID・仮パスワードを
入力する方法

■ 議決権行使ウェブサイトをご利用いただくための費用（インターネット接続料金・通信料金等）は株主様のご負担となります。
■ 機関投資家の皆様は、株式会社ICJの運営する機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームをご利用いただくことが可能です。

※操作画面はイメージです。

※「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

「ログインID・仮パス
ワード」を入力

「ログイン」をクリック

議決権行使書用紙に記載のログインID、仮パスワー
ドを入力することなく、議決権行使ウェブサイトにロ
グインすることができます。

議決権行使
ウェブサイト

「ログイン用QR「ログイン用QR
コード」はこちらコード」はこちら

4
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株主総会参考書類
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議案及び参考事項

第１号議案 剰余金の処分の件
剰余金の処分につきましては、金融業としての公共性に鑑み、経営体質の強化

を図り、安定的な配当を継続することを基本方針としております。
上記基本方針および当期業績結果を総合的に勘案し、当期の期末配当金につき

ましては以下のとおりといたしたいと存じます。

期末配当に関する事項
（1）配当財産の種類

金銭といたします
（2）株主に対する配当財産の割当に関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金100円 総額2,189,996,800円
（3）剰余金の配当が効力を生じる日

2026年６月26日
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第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く）３名選任の件
取締役（監査等委員である取締役を除く）３名全員は、本総会終結の時をもって

任期満了となりますので、取締役（監査等委員である取締役を除く）３名の選任を
お願いしたいと存じます。
なお、本議案につきましては、当社のグループ指名・報酬諮問委員会における審

議・答申を経ており、監査等委員会においても検討がなされましたが、特段指摘す
べき事項はない旨の意見表明を受けております。
取締役（監査等委員である取締役を除く）の候補者は次のとおりです。

候補者
番 号 氏 名 現在の当社に

おける地位

1 再任
やま しろ まさ やす

山 城 正 保 代表取締役社長

2 新任
が な は たけし

我 那 覇 健 常務執行役員

3 再任
やま しろ たか こ

山 城 貴 子 社外取締役
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株主総会参考書類
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1. 山 城 正
や ま し ろ ま さ

保
や す 生年月日 1959年９月23日生

所有する当社株式数 6,980株
再任 男性 【取締役会出席状況】 14／14回（100％）

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況

1982年４月 沖縄銀行入行
2002年７月 同商業団地支店長
2010年６月 同審査部長
2011年６月 同執行役員 審査

部長
2012年６月 同執行役員 営業

統括部長
2013年６月 同取締役総合企画

本部長
2014年６月 同常務取締役
2018年６月 同代表取締役頭取
2021年10月 当社 代表取締役社

長

2023年６月 沖縄銀行代表取締
役会長兼頭取
当社 代表取締役会
長兼社長

2024年４月 沖縄銀行代表取締
役頭取（現任）
当社 代表取締役社
長（現任）

(重要な兼職の状況）
沖縄銀行 代表取締役頭取
(担当）
監査部除く全般

【取締役候補者とした理由】
山城正保氏は、沖縄銀行において、営業推進部門、経営企画部門等に携わるなど、豊富な業務経
験を有しており、2018年より代表取締役頭取として、銀行経営に関して経営手腕を発揮してお
ります。また、2021年より当社の代表取締役社長として、その職務・職責を適切に果たしてお
ります。
こうしたこれまでの実績を踏まえ、その経験や知識を活かすことにより、当社の経営管理および
事業運営を的確、公正かつ効率的に遂行するとともに、グループの持続的な成長を促し中長期的
な企業価値の向上に貢献できると判断し、取締役候補者として選任しております。
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2. 我 那
が な

覇
は

健
たけし 生年月日 1966年12月16日生

所有する当社株式数 1,700株
新任 男性 【取締役会出席状況】 ―

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況

1991年４月 沖縄銀行入行
2011年４月 同壺屋支店長
2017年６月 同人事部長
2019年６月 同融資統括部長
2020年４月 同審査部長
2020年６月 同執行役員審査部

長
2023年６月 同執行役員総合企

画部長

2024年４月 同常務取締役
2024年４月 当社 常務執行役員

（現任）
2026年４月 沖縄銀行代表取締

役専務（現任）

(重要な兼職の状況）
沖縄銀行 代表取締役専務

(担当）
総合企画部

【取締役候補者とした理由】
我那覇健氏は、沖縄銀行において、人事部門、審査部門、総合企画部門に携わるなど、豊富な業
務経験を有しており、2024年より常務取締役として銀行経営に関して経営手腕を発揮し、その
職務・職責を適切に果たしております。また、2024年より当社の常務執行役員として、その職
務・職責を適切に果たしております。
こうしたこれまでの実績を踏まえ、その経験や知識を活かすことにより、当社の経営管理および
事業運営を的確、公正かつ効率的に遂行するとともに、グループの持続的な成長を促し中長期的
な企業価値の向上に貢献できると判断し、取締役候補者として選任しております。
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3. 山 城 貴
や ま し ろ た か

子
こ

再任 女性
社外 独立

生年月日 1963年４月21日生
所有する当社株式数 0株
【取締役会出席状況】 11／11回（100％）

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況

1986年６月 阪和興業株式会社入社
1991年４月 沖縄県入庁
2013年４月 同文化環境部平和･男女共同参画課長
2014年４月 同生活福祉部障害福祉課長
2016年４月 同商工労働部ものづくり振興課長
2017年４月 同文化観光スポーツ部文化スポーツ統括監
2020年４月 沖縄県労働委員会事務局長
2022年４月 沖縄県議会事務局長
2024年９月 国立大学法人琉球大学監事（現任）
2025年６月 当社社外取締役（現任）(在任年数1年)

(重要な兼職の状況）
国立大学法人琉球大学 監事

【社外取締役候補者とした理由および期待される役割等】
山城貴子氏は、沖縄県庁において、文化環境部平和･男女共同参画課長や商工労働部ものづくり振興課
長、沖縄県議会事務局長など幅広い公務に携わり、琉球大学の監事として監査等を務めるなど、豊富な
業務経験を有しております。また、2025年より当社の社外取締役として、その職務・職責を適切に果
たしております。
こうしたこれまでの実績を踏まえ、その経験や知識を活かすことにより、当社が進めるダイバーシティ
推進や人的資本経営、ガバナンス向上等に貢献いただけるものと判断し、社外取締役候補者として選任
しております。
（注）１．各取締役候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。

２．山城貴子氏は社外取締役候補者です。
３．社外取締役との責任限定契約について

当社は社外取締役が期待される役割を十分発揮できるよう、会社法第427条第１項および定
款第25条において、社外取締役との間で任務を怠ったことによる損害賠償責任を限定する契
約を締結できる旨を定めております。これにより、山城貴子氏の選任が承認された場合、上記
責任限定契約を継続する予定です。その契約内容の概要は次のとおりです。
・社外取締役が任務を怠ったことによって当社に損害賠償責任を負う場合は、会社法第425
条第１項に定める最低責任限度額を限度として、その責任を負う。

・上記の責任限定が認められるのは、社外取締役がその責任の原因となった職務の遂行につ
いて善意でかつ重大な過失がないときに限るものとする。

４．当社は、取締役（社外含む）および監査等委員である取締役（社外含む）を被保険者とし
て、役員等賠償責任保険契約を締結しております。これにより役員等がその職務の執行に起因
して損害賠償責任を負った場合における損害（ただし、保険契約上で定められた免責事由に該
当するものを除きます。）等を補填することとしております。なお、保険料は全額当社で負担
しており、選任された取締役全員が当該保険の被保険者となります。
保険契約は１年間であり、当該保険の更新時においても上記内容での更新を予定しております。

５．山城貴子氏は社外取締役候補者であり、株式会社東京証券取引所および証券会員制法人福岡
証券取引所に独立役員として届け出る予定です。なお、会社法施行規則第74条に定める、取
締役の選任に関する議案に記載すべき事項につきましては、上記の他に特記すべき事項はあり
ません。
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参考資料
当社は、取締役の客観性・妥当性を確保するために、取締役の半数は社外取締役

を選任しており、コーポレート・ガバナンスの強化に努めています。
株主総会後の取締役会のスキルマトリックス（予定）
（注）招集ご通知記載の候補者を原案通りご選任いただいた場合の取締役会のスキルマトリッ

クスは以下の通りとなります。

No 氏 名 役 職 独立
社外

グループ
指名・報酬
諮問委員
就任予定

企業
経営

経営
戦略

財務・
会計

コンプライ
アンス・
リスク管理

DX戦略 専門領域

1 山 城 正 保 代表取締役
社 長 ● ● ● ●

2 我 那 覇 健 代表取締役
専 務 ● ● ● ●

3 山 城 貴 子 取 締 役 ●
●

行政・産官
学連携

4 佐 喜 真 裕 取 締 役
監査等委員 ● ● ●

5 村 上 尚 子 取 締 役
監査等委員 ● ● ● ● ● ●

法務
6 杉 本 健 次 取 締 役

監査等委員 ● ● ● ● ● ●
観光関連

7 野 崎 聖 子 取 締 役
監査等委員 ● ● ● ● ● ●

法務
（注）
１.「企業経営」は他社での経営経験を有する者
２.「経営戦略」は中期経営計画策定の経験を有する者
３.「財務・会計」は社内外で決算関連の経験を有する者
４.「コンプライアンス・リスク管理」は監査部およびリスク管理の経験を有する者
５.「DX戦略」はシステムおよびデジタル関連の経験を有する者
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独立社外役員の独立性判断基準
社外役員候補者の選任にあたっては、以下の１〜７の要件すべてを充足する者とする。

１．当社グループを主要な取引先とする者、またはその業務執行者ではなく、過去３年以内に
おいても該当していないこと。

２．当社グループの主要な取引先、またはその業務執行者ではなく、過去３年以内においても
該当していないこと。
なお、上記１、２において、主要な取引先とみなす基準は以下のとおりです。

〇役務の提供等に伴う金銭の授受が、継続して（継続が見込まれる場合も含む。）、直近の事
業年度の年間連結総売上高（当社グループの主要な取引先の判断の場合は、当社グループ
の年間連結業務粗利益）の２％以上である場合。

〇融資取引の場合は、当社グループが取引先に対する最上位の与信供与先であり、かつ、当
社グループの融資方針の変更が取引先に甚大な影響を与える場合。

３．現在、または最近において、役員報酬以外に当社グループから過去３年平均で年間1,000
万円以上の金銭その他の財産上の利益を得ているコンサルタント、会計専門家または法律
専門家（当該財産を得ている者が法人、組合等の団体である場合は、当該団体に所属する
者。）でなく、過去３年以内においても当該団体に所属していないこと。

４．当社グループの議決権比率10％を超える主要株主、またはその業務執行者ではなく、過去
３年以内においても該当していないこと。

５．社外役員の相互就任の関係にある先のうち、双方が継続して相互に就任し、かつ、当社グ
ループ出身以外の社外役員が複数人存在しないなど、密接な関係が認められる先の社外役
員ではなく、過去３年以内においても該当していないこと。

６．当社グループが、過去３年平均で年間1,000万円以上の寄付等を行っている先、またはそ
の業務執行者ではなく、過去３年以内においても該当していないこと。

７．上記１〜６までの要件を充足しない者や当社グループの取締役、執行役員、監査等委員、
監査役、重要な使用人の近親者（二親等以内の親族）でないこと。
※ 業務執行者については役員・部長クラスをさす。
※ 会計専門家または法律専門家については公認会計士・弁護士をさす。
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第３号議案 役員賞与支給の件
当期の業績等を勘案して、当期末時点の取締役（社外取締役と監査等委員である

取締役を除く）２名に対し、役員賞与総額6,713,125円を支給することと致したい
と存じます。
なお、本議案は、会社業績や各取締役の実績等を総合的に勘案しつつ、グループ

指名報酬諮問委員会の審議を経て取締役会で決定しており、相当であると判断して
おります。
また、監査等委員会において検討がなされましたが、特段指摘すべき事項はない

旨の意見表明を受けております。
各取締役に対する金額は、取締役会の決定によることと致したいと存じます。

以 上
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1 当社の現況に関する事項
（1）企業集団の事業の経過及び成果等

企業集団の主要な事業内容
当社グループは、銀行持株会社である当社及び沖縄銀行を含む連結子会

社11社で構成され、銀行業務を中心にリース業務、クレジットカード業
務、金融商品取引業務、各種コンサルティング業務等を通して、地域の皆
さまに「金融をコアとする総合サービス」を提供しております。

金融経済環境
2025年度の国内経済は一部に弱めの動きがみられますが、緩やかに回

復しました。輸出及び鉱工業生産は横ばい圏内の動きとなりました。企業
収益は製造業において関税による下押しの影響がみられるものの、全体と
しては高水準を維持し、設備投資は緩やかな増加傾向となりました。個人
消費は物価上昇の影響を受けつつも、雇用・所得環境の改善を背景に底堅
く推移しました。一方で、住宅投資は弱めの動きを示し、公共投資は横ば
い圏内の動きとなりました。
このような状況下で県内景況は、主要産業である観光関連が、国内観光

客及び外国人観光客ともに前年を上回る水準で推移しており、拡大基調と
なりました。また、個人消費は物価上昇の影響などにより一部に停滞感が
見られるものの拡大基調を維持しました。

企業集団の事業の経過及び成果
当社は2021年10月１日に、沖縄銀行の単独株式移転により設立されま

した。新たな経営形態のもと、グループ一体経営を更に強化するととも
に、経営理念である「地域密着・地域貢献」の実現と、多様化する地域社
会の課題解決のため、事業領域の拡大を図り、「金融をコアとする総合サ
ービスグループ」として地域社会の価値向上及び、当社グループの持続的
な成長を図ってまいります。
上記の実現に向け当社グループでは、2024年４月から2027年３月ま

でを計画期間とする第２次中期経営計画「成長の共創〜おきなわの成長を
ともに創る〜」を策定しました。

【第２次中期経営計画の概要（2024年４月〜2027年３月：３年）】
（1）名称 成長の共創〜おきなわの成長をともに創る〜

（2）グループビジョン
金融と非金融の事業領域でお客さまをサポートすることで、
地域社会の価値向上を牽引し、
地域とともに成長する総合サービスグループ

（3）グループ戦略
戦略Ⅰ：地域社会の価値向上
戦略Ⅱ：人的資本経営
戦略Ⅲ：成長基盤の構築
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その２年目となる2025年度は３つのグループ戦略を中心に、下記の事項へ取り
組んでまいりました。

① 戦略Ⅰ：地域社会の価値向上
イ）地域社会・地域コミュニティの課題解決

当社は2022年３月に座間味村と包括的連携協定を締結し、2023年１月
には沖縄本島周辺９離島町村（粟国村、伊江村、伊是名村、伊平屋村、北大
東村、久米島町、渡嘉敷村、渡名喜村、南大東村）へと連携を拡大しまし
た。さらに2024年６月には、沖縄電力株式会社及び沖縄セルラー電話株式
会社とともに、10離島町村を対象とした「離島地域持続可能性推進に関す
るパートナーシップ協定」を締結し、地域振興や地域社会の発展に向けた連
携を強化しています。
これらの協定に基づき、当社グループは10離島町村へ計12名の出向者を

派遣し、業務のDX・キャッシュレス化、移住促進等に取り組むことで、自
治体に直接向き合った課題解決支援を行っています。あわせて、企業版ふる
さと納税を通じた地域振興及び地域経済の活性化に取り組むとともに、グル
ープの総合力を活かし、主に以下の支援を展開しています。
＜沖縄銀行＞
コンプライアンス研修の実施

＜おきぎんリース＞
自治体向けリース案件対応

＜おきぎんジェーシービー＞
キャッシュレス導入提案、役場職員向け金融リテラシー・キャリア教育研

修の実施
＜みらいおきなわ＞
自治体の調査業務受託、役場職員向け現金取り扱い研修の実施

＜おきぎん経済研究所＞
自治体の計画策定業務の受託

ロ）金融経済教育の取組み
当社グループは、沖縄県民の金融リテラシー向上を目的として、金融経済

教育の拡充に取り組んでいます。沖縄県内の高等学校及び中学校を対象とし
た出前授業「くらしとお金の教育」では、2025年度には授業の実施回数
389回（目標150回）、受講者数延べ14,963名となりました。2024年度か
らの受講者数累計は延べ23,711名となります。
また、当社主催の「金融経済教育シンポジウム」を通じて、沖縄県全体の

金融経済教育推進体制の構築に向けた協議を進めてきました。その結果、
2026年３月には、沖縄県銀行協会が主導し、沖縄県内の地方銀行３行を中
核会員とする「うちなー金融リテラシー向上コミュニティ（略称：
U-FLEC）」が設立され、当社も参画しています。U-FLECは、産・官・学・
金が連携し、県内の中学校・高等学校を対象に統一教材を用いた金融経済教
育の出前授業を実施する取組みであり、公平・中立の立場から、金融リテラ
シー向上と子どもの貧困問題の解消に寄与することを目的としています。
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このほか、当社グループは各社の特性を活かした金融経済教育や、ひとり
親家庭への就業支援にも取り組んでいます。今後も、未来を担う子どもたち
が自立し、安定した人生を歩むために必要な金融リテラシーを育むことを支
援し、関係機関との連携を一層強化してまいります。

ハ）気候変動への対応
当社は設立と同時に2021年10月１日付でTCFD（気候関連財務情報開示

タスクフォース）提言への賛同を表明しました。あわせて、持続可能な社会
の実現と地域社会との共通価値の創造を目的に、グループ全体のサステナビ
リティ方針の策定及び浸透を進めています。
こうした取組みを推進するため、2022年２月に取締役会の権限移譲会議

体としてサステナビリティ推進会議を設置し、同年12月にはサステナビリ
ティ推進室を設置するとともに、当社グループの重要課題（マテリアリテ
ィ）を再整理しました。
重要課題の一つである「地域環境との共創」については、2023年度より、

気候変動・地球温暖化による影響やリスクの特定と対策に取り組んでいま
す。2030年度までにカーボンニュートラルの実現を目指し、CO2排出量削
減目標を定めるとともに、再生可能エネルギー由来電力への切替等を進めて
います。
これらの取組みの結果、気候変動に関する情報開示を評価するCDPスコア

（イギリスの非政府組織CDPが年に一度実施する、企業の環境対策レベルの
スコアリング）において、８段階評価の上から２番目となるスコア「Ａ−」
を取得しました。これは、Scope3排出量の開示対象カテゴリー拡大（資本
財、Scope1・2以外の燃料・エネルギー関連活動、廃棄物、出張、通勤）
や、サステナビリティ投融資方針の開示、GHG排出量について第三者（株
式会社サステナビリティスタンダードパートナーズ）による保証を取得した
ことなどが評価されたものです。
今後は、2026年度におけるCDPスコア「Ａ」取得に向け、脱炭素に関す

る移行計画の策定や、Scope3（投融資）に係る排出量削減目標の設定など
の課題に対応してまいります。引き続き、TCFD提言への対応及び重要課題
の解決に資する施策を推進し、サステナビリティ経営の実現に向けた取組み
を一層加速してまいります。

② 戦略Ⅱ：人的資本経営
当社では地域のDE&I（ダイバーシティ・エクイティ＆インクルージョン）

浸透及び女性活躍促進に向けて、2023年11月より県内企業を対象とした女性
活躍推進カレッジ「フェミエール」を実施しています。2025年度においては、
沖縄県内11社（当社含む）より幹部候補の女性職員34名が参加し、マインド
セットやマネジメント、キャリアプランについての講義や意見交換を行ったほ
か、全５回の講義を通じて受講者同士のネットワークを深めました。
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また2025年２月には職員向け株式交付制度（以下、ESOP信託といいま
す。）の導入を決定しました。ESOP信託は対象となる職員の職位と業績に連動
して当社の株式を交付するものです。当社グループにおける職員のエンゲージ
メントを高め、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを付与すること
を目的として、本制度を導入することといたしました。本制度により、当社グ
ループ従業員が経済的な効果を株主の皆さまと共有し、オーナーシップに満ち
た企業文化を醸成することで、当社グループ企業価値の持続的な向上を図って
まいります。

③ 戦略Ⅲ：成長基盤の構築
当社グループではグループ各社それぞれが収益力強化・企業価値向上を図る

ため以下のような取組みを行ってまいりました。
＜沖縄銀行＞
法人向けの営業力強化を目的に、2024年４月より全12エリアにて、法人営

業担当者をエリアごとに集約するエリア分室制度をスタートしました。2025
年度には配置転換や人財育成、営業推進目線の統一等を行い、エリア分室によ
る営業効率の向上を図ってまいりました。
また、個人向け営業においては、2024年10月には営業推進部内にローン統

括グループを新設し、アプリ内完結ローンによる非対面チャネルの拡充や、ハ
ウスメーカー等とのリレーション強化による住宅ローン案件獲得増強を図って
まいりました。また、内部事務の業務フロー見直しや、住宅ローン保証を担う
関連会社・おきぎん保証による保証審査の効率化により、審査スピードの向上
に取り組んできました。今後は審査システムの更改により、過去の審査・貸出
実績データを活用した審査プロセスを検討してまいります。
＜おきぎんリース＞
プロジェクトリースへの参画等により収益源の強化に取り組みました。ま

た、バックオフィス部門から営業部門への人員配置転換、沖縄銀行との顧客ト
スアップ等の連携強化により、営業力の強化を図っております。
＜おきぎんジェーシービー＞
観光関連事業者や大口取引が見込まれる事業者を中心に加盟店営業を強化

し、加盟店手数料収入の拡大を図っております。あわせて、高い決済金額が期
待できるプレミアムカードや法人カードの推進を強化することで、利用手数料
の増強に取り組んでまいりました。
＜おきぎん証券＞
営業員の顧客接触状況等を可視化し、営業活動に対する適切なフィードバッ

クが可能となる体制を構築しました。また、信託報酬収入の強化を目的に、新
規口座の獲得推進や法人取引の拡充を通じて、預かり資産残高の増強に取り組
んできました。
＜おきぎんシステムソリューションズ＞
グループ外からの収益増強に向け、部門別収益管理や採算重視の案件採用に

より、営業の効率化を図ってまいりました。また、職員のリスキリングにより
開発部門への配置転換、人財育成の体系構築など、収益性向上に向けた体制整
備も進めてまいりました。
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本中期経営計画の２年目計画としてこのような取り組みを実施した結果、当事業
年度の業績は、次のとおりとなりました。

【当社グループの連結業績及び主要勘定残高】
経常収益は、貸出金利回りの上昇や県内景況の拡大基調を背景とした貸出金

残高の増加による貸出金利息の増加や有価証券利息配当金の増加、連結グルー
プ各社のトップライン増加など本業による収益が増加したことに加え、株式等
売却益も増加したことなどから、前連結会計年度比116億61百万円増加の
704億17百万円となりました。また、経常費用は、与信費用の減少はあった
ものの、政策金利引き上げに伴う預金利息の増加や、ベースアップ等の人的資
本経営の着実な実施による営業経費の増加に加え、国債等債券売却損及び株式
等売却損の増加などにより、前連結会計年度比63億48百万円増加の546億18
百万円となりました。この結果、経常利益は前連結会計年度比53億12百万円
増加の157億99百万円、親会社株主に帰属する当期純利益は前連結会計年度
比33億51百万円増加の112億92百万円となりました。
また、主要な勘定残高につきましては、預金は銀行・信託勘定合計で前連結

会計年度末比487億円減少の２兆6,469億円、貸出金は銀行・信託勘定合計で
前連結会計年度末比667億円増加の２兆123億円、有価証券は前連結会計年度
末比416億円増加の6,301億円となりました。

【沖縄銀行の業績及び主要勘定残高】
沖縄銀行の業績につきましては、経常収益は、貸出金利回りの上昇や県内景

況の拡大基調を背景とした貸出金残高の増加による貸出金利息の増加や有価証
券利息配当金の増加に加え、役務取引等収益の増加など本業による収益が増加
したことなどにより、前年度比98億76百万円増加の529億４百万円となりま
した。また、経常費用は、与信費用の減少はあったものの、政策金利引き上げ
に伴う預金利息の増加や、ベースアップ等の人的資本経営の着実な実施による
営業経費の増加に加え、国債等債券売却損及び株式等売却損の増加などによ
り、前年度比54億28百万円増加の390億38百万円となりました。
この結果、経常利益は、前年度比44億47百万円増加の138億66百万円、当

期純利益は、前年度比25億84百万円増加の100億41百万円となりました。
また、主要な勘定残高につきましては、預金は、指定金融機関受託数の定期

的な変更に伴い公金預金が減少したことなどから、銀行・信託勘定合計で前年
度末比534億円減少の２兆6,627億円となりました。
貸出金は、県内景況の拡大基調を背景とした県内事業者の資金需要の高まり

に対し積極的に取り組んだことに加え、シンジケートローン等の計画的な取組
みによる事業性貸出の増加、制度拡充（融資上限・融資期間）や営業推進強化
により生活密着型ローンが増加したことにより、銀行・信託勘定合計で前年度
末比717億円増加の２兆283億円となりました。
有価証券は、金利リスクや残存期間に配慮しつつ資金の効率的運用と安定収

益の確保に努めた結果、前年度末比419億円増加の6,278億円となりました。
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対処すべき課題
我が国の経済環境は、少子高齢化や人口減少の進行による中長期的な地域経

済の縮小が懸念される一方、賃上げの広がりを背景とした個人消費の底堅さ
や、インバウンド需要の回復・拡大により、緩やかな回復基調を維持していま
す。とりわけ沖縄県においては、全国と比較して人口減少率が小さいという特
性を有するとともに、観光需要の拡大や関連産業の活発化により、地域経済は
一定の成長基調にあります。一方で、観光産業への依存度の高さ、人手不足の
深刻化、物価上昇による事業コストの増加など、沖縄特有の構造的課題も引き
続き存在しています。
金融機関を取り巻く環境は、異業種からの参入やデジタル技術の進展により

競争が一層激化しており、デジタルトランスフォーメーションの進展や、ライ
フスタイル・価値観の変化を背景に、お客さまのニーズは多様化・高度化して
おります。特に沖縄県内においては、観光関連事業者や中小企業を中心に、事
業成長や業種転換、DXへの対応ニーズが高まっており、地域金融機関には、
金融サービスにとどまらない総合的な支援機能の発揮が求められています。
金利環境においては、日本銀行の金融政策の見直しを受け、誘導目標金利は

上昇局面にあるものの、海外経済や通商政策の動向等を背景に、先行きの不透
明感が残る状況にあります。こうした金利環境の変化は、金融機関の収益構造
や資金調達・運用に影響を及ぼす可能性があることから、当社グループとして
は、環境の変化に機動的に対応できる体制の構築が重要であると認識していま
す。
このような環境のもと、当社グループは「金融をコアとする総合サービスグ

ループ」として、金融サービスと非金融サービスを組み合わせた、DX支援、
人材面でのサポート、M&A・事業承継コンサルティングなどの総合的なソリ
ューションの提供を通じ、地域の課題解決と持続的な成長の両立を目指してま
いります。加えて、コーポレートガバナンスの強化を重要な経営課題と位置づ
け、監査等委員会設置会社として、監査等委員会による業務執行の適法性・妥
当性の監査・監督を通じ、経営の透明性と健全性の一層の向上を図ってまいり
ます。今後も、変化する経営環境に柔軟かつ的確に対応し、沖縄経済の持続的
発展と当社グループの中長期的な企業価値向上を目指してまいります。
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（2）企業集団及び当社の財産及び損益の状況
イ．企業集団の財産及び損益の状況 （単位：百万円）

2022年度 2023年度 2024年度 2025年度
経 常 収 益 52,687 53,573 58,756 70,417
経 常 利 益 8,581 8,833 10,486 15,799
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 5,835 6,262 7,941 11,292

包 括 利 益 △2,965 8,466 △1,552 11,609
純 資 産 額 153,666 156,920 153,508 162,391
総 資 産 2,876,784 2,933,921 2,979,042 2,937,228
（注）記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。

ロ．当社の財産及び損益の状況 （単位：百万円）
2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

営 業 収 益 4,044 6,283 1,955 2,532
受 取 配 当 額 3,000 5,200 900 1,472

銀行業を営む子会社 3,000 4,650 300 1,300
その他の子会社 ― 550 600 172

当 期 純 利 益 3,082 5,282 959 1,503

１株当たり当期純利益
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

132 60 245 07 44 92 70 42
総 資 産 142,717 142,838 143,171 141,943

銀行業を営む子会社株式等 134,241 134,241 134,241 134,241
その他の子会社株式等 7,094 7,094 7,094 7,094

（注）1. 記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。
2. １株当たり当期純利益は、自己株式を除く期中の平均発行済株式数で除して算出して
おります。

3. 役員報酬BIP信託及び株式付与ESOP信託が保有する当社株式は、計算書類において
株主資本中における自己株式として計上しております。役員報酬BIP信託及び株式付与
ESOP信託が保有する当社株式は、１株当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数の
計算において控除する自己株式に含めております。
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（3）企業集団の使用人の状況
当 事 業 年 度 末

銀 行 業 リース業 その他の事業
使 用 人 数 1,069人 51人 393人
（注） 使用人数には、パートタイマー及び嘱託契約の従業員は含まれておりません。

（4）企業集団の主要な営業所等の状況
イ．銀行業

株式会社沖縄銀行
① 営業所数

当 事 業 年 度 末
那 覇 地 区 24店（うち出張所２）
浦 添 地 区 ６店（うち出張所―）
南 部 地 区 ７店（うち出張所１）
中 部 地 区 19店（うち出張所―）
北 部 地 区 ５店（うち出張所―）
先 島 （宮 古 ･ 八 重 山） ３店（うち出張所１）
県 外 （東 京） １店（うち出張所―）

合 計 65店（うち出張所４）
（注） 上記のほか、当事業年度末において店舗外現金自動設備を107カ所に設置しておりま

す。なお、設置台数は110台となっております。

② 当年度新設営業所
該当事項はありません。

（注） 当年度において店舗外現金自動設備「ふく薬品津嘉山店出張所」１カ所を廃止
いたしました。

③ 銀行代理業者の一覧
氏名又は名称 主たる営業所又は事務所の所在地 銀行代理業以外の主要業務

iBankマーケティング株式会社 福岡市中央区西中洲６番27号 情報処理・情報通信サービス業務

④ 銀行が営む銀行代理業等の状況
該当事項はありません。
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ロ．リース業及びその他の事業
株式会社おきなわフィナンシャルグループ

営 業 所 等 所 在 地
本社 那覇市

（注） 上記以外のリース業及びその他の事業の営業所等の状況につきましては、「（6）重要な
親会社及び子会社等の状況 ロ．子会社等の状況」をご参照ください。

（5）企業集団の設備投資の状況
イ．設備投資の総額

（単位：百万円）
銀 行 業 リース業 その他の事業

設 備 投 資 の 総 額 1,964 12 37
（注） 記載金額は単位未満を切り捨てて表示しております。

ロ．重要な設備の新設等
（単位：百万円）

会 社 名 設備の内容 投資金額

銀行業
株式会社沖縄銀行 事務機器関連 735
株式会社沖縄銀行 営業店移転関連 624
株式会社沖縄銀行 ソフトウェア関連 432

（注） 記載金額は単位未満を切り捨てて表示しております。

ハ．重要な設備の処分等
（単位：百万円）

会 社 名 設備の内容 金額
銀行業 株式会社沖縄銀行 営業店（土地・建物） 343

（注） 記載金額は単位未満を切り捨てて表示しております。
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（6）重要な親会社及び子会社等の状況
イ．親会社の状況

該当事項はありません。

ロ．子会社等の状況

会 社 名 所 在 地 主要業務内容 資本金
当 社 が
有 す る
子会社等の
議決権比率

その他

株式会社沖縄銀行 那覇市久茂地
３丁目10番１号 銀行業務 百万円

22,725
％

100.00 ―
株 式 会 社
おきぎんリース

那 覇 市 前 島
２丁目21番１号

リース業務
割賦販売業務

百万円
100

％
100.00 ―

お き ぎ ん 証 券
株 式 会 社

那 覇 市 久 米
２丁目４番16号 金融商品取引業務 百万円

850
％

100.00 ―
株式会社おきぎん
ジェーシービー

那 覇 市 泉 崎
１丁目10番３号

クレジットカード業務
信用保証業務

百万円
50

％
100.00 ―

株式会社おきぎん
システムソリューションズ

浦 添 市 牧 港
５丁目５番２号 コンピュータ関連業務 百万円

11
％

100.00 ―

お き ぎ ん 保 証
株 式 会 社

那 覇 市 牧 志
１丁目３番45号 信用保証業務 百万円

70
％

100.00
（100.00）

―

おきぎんビジネス
サービス株式会社

浦 添 市 勢 理 客
４丁目17番11号

銀行事務代行業務
現金精査整理業務
現金自動支払機等管理業務

百万円
10

％
100.00

（100.00）
―

株式会社おきぎん
経 済 研 究 所

那 覇 市 牧 志
１丁目３番45号

金融・経済の調査・研究業務
経営相談業務

百万円
10

％
100.00

（100.00）
―

美ら島債権回収
株 式 会 社

那 覇 市 牧 志
１丁目３番45号 債権管理・回収業務 百万円

500
％

100.00
（100.00）

―

株 式 会 社
みらいおきなわ

那覇市久茂地
３丁目10番１号

コンサルティング業務
販路開拓支援業務

百万円
100

％
100.00

（100.00）
―

株式会社おきぎん
サクセスパートナーズ

那 覇 市 牧 志
１丁目３番45号

事業承継・M&A
コンサルティング業務

百万円
100

％
60.00

（60.00） ―

（2026年３月31日現在）
（注）1. 当社の連結対象子会社は、上記の重要な子会社11社です。

2. 資本金は、単位未満を切り捨てて表示しております。
3. 「当社が有する子会社等の議決権比率」欄の（ ）内は、間接議決権比率であります。
4. 株式会社おきぎんシステムソリューションズは、2025年10月１日付で株式会社おき
ぎんエス・ピー・オーから商号変更しております。

5. 株式会社おきぎんサクセスパートナーズは、2025年７月１日に設立しており、当事
業年度より子会社としております。
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重要な業務提携の概況
該当事項はありません。

（7）主要な借入先
該当事項はありません。

（8）事業譲渡等の状況
該当事項はありません。

（9）その他企業集団の現況に関する重要な事項
該当事項はありません。
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2 会社役員に関する事項
（1）会社役員の状況

（年度末現在）
氏 名 地位及び担当 重要な兼職 その他

山 城 正 保 取締役社長
（代表取締役）

株式会社沖縄銀行
取締役頭取（代表取締役）

伊 波 一 也 専務取締役（代表取締役）
総合企画部担当

株式会社沖縄銀行
専務取締役（代表取締役）
（2026年３月31日辞任）

山 城 貴 子 取締役（社外取締役） 国立大学法人琉球大学 監事

佐 喜 真 裕 取締役
監査等委員

株式会社沖縄銀行
常勤監査役

村 上 尚 子 取締役（社外取締役）
監査等委員

こころ法律事務所 代表
日本司法支援センター沖縄地方事務所 所長

杉 本 健 次 取締役（社外取締役）
監査等委員

一般財団法人 沖縄美
ら島財団 常務理事

野 崎 聖 子 取締役（社外取締役）
監査等委員

うむやす法律会計事務所 代表
株式会社サンエー 社外取締役
沖縄電力株式会社 社外取締役
株式会社首里石鹸 社外監査役

退任した役員

村 上 尚 子 取締役（社外取締役） こころ法律事務所 代表
日本司法支援センター沖縄地方事務所 所長

2025年６月25日退任
（任期満了）

当 山 恵 子 取締役（社外取締役）
監査等委員

当山恵子司法書士・税
理士事務所代表

2025年６月25日退任
（任期満了）

比 嘉 満 取締役（社外取締役）
監査等委員

2025年６月25日退任
（任期満了）

（注）1. 取締役の山城貴子氏、村上尚子氏、杉本健次氏及び野崎聖子氏は、会社法第２条第
15号に定める社外取締役であります。

2. 取締役の山城貴子氏、村上尚子氏、杉本健次氏及び野崎聖子氏は、株式会社東京証券
取引所及び証券会員制法人福岡証券取引所に対し、独立役員として届け出を行ってお
ります。

3. 当社は常勤の監査等委員として佐喜真裕氏を選定しております。同氏は当社子会社で
ある株式会社沖縄銀行において監査部門、経営企画部門等に携わるなど、豊富な業務
経験を有しており、2021年より常務取締役として、銀行経営に関して経営手腕を発揮
しております。こうしたこれまでの実績を踏まえ、その経験や知見を活かすことによ
り、当社の経営管理及び事業運営を的確、公正かつ効率的に遂行するとともに、グル
ープの持続的な成長を促し中長期的な企業価値の向上に貢献できる人物と判断し、常
勤の監査等委員として選任しております。

4. 取締役村上尚子氏は2025年６月25日に退任し、同日付で監査等委員である取締役に
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就任しております。
5. 退任した役員の地位及び担当、重要な兼職は退任時のものです。
6. 当社は執行役員制度を採用しております。取締役を兼務していない執行役員は次のと
おりであります。

（年度末現在）
氏 名 地位及び担当 その他

我 那 覇 健 常務執行役員
リスク統括部担当

山 城 斉 一 常務執行役員
ICT統括部担当

辞任した取締役を兼務していない執行役員

崎 山 泰 美 常務執行役員
営業戦略部担当 2026年３月31日辞任

（注） 辞任した取締役を兼務していない執行役員の地位及び担当は辞任時のもので
す。

（2）会社役員に対する報酬等
イ．役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針及び決定方法
（イ）取締役（独立社外取締役を除く）

取締役（独立社外取締役を除く。）の報酬等は、以下の基本方針に沿
って決定しております。

1. 「地域密着･地域貢献」の経営理念の実現に向けた経営陣のイン
センティブを高めるものであること。

2. 中長期的な企業価値向上を図り、ESGに関する取組み（女性活
躍推進、CO2排出量削減）への貢献意欲を高めるものであるこ
と。

3. 株主との利益意識の共有を図れるものであること。
報酬体系は、基本方針を踏まえ、「基本報酬」（固定報酬）、「賞与」

（短期業績連動報酬）、「株式報酬」（長期業績連動報酬）で構成されてお
り、「固定報酬」と「業績連動報酬（長短含む）」間の比率については、
中長期的視点に立脚した経営の重要性に鑑み、「固定報酬」が約６割、
「業績連動報酬」が約４割としております。さらに、「業績連動報酬」に
ついては、「株式報酬」が固定報酬部分を含む全体の約３割、「賞与」が
同全体の約１割としております。
報酬水準の妥当性については、同規模他社の水準をベンチマークとし

て、概ね３年に１度の頻度で検証しております。
当該方針の決定方法については、取締役会から、委員長及び委員の過

半数を独立社外取締役で構成する「グループ指名・報酬諮問委員会」へ
諮問し、同委員会において報酬に関する基本的な考え方、個人別の役員
報酬など審議した答申結果を踏まえ、取締役会で決定いたします。
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（ロ）独立社外取締役及び監査等委員
独立社外取締役と監査等委員の報酬については、独立性の観点から、

「固定報酬」のみで構成しております。固定報酬の総額水準・個別水準
については、ベンチマークである他社とのバランス、業務執行取締役と
常勤監査等委員間のバランス、独立社外取締役と独立社外監査等委員間
のバランスに配慮し、株主総会で決議された報酬枠の範囲内において、
独立社外取締役については取締役会で、監査等委員については監査等委
員会で個別報酬を決定しております。

（ハ）当該方針の内容の概要
「基本報酬」（固定報酬）については、株主総会で決議された報酬枠

の範囲内において、役位、職務内容、責任の大きさ等の配分基準に基づ
き、取締役会で個別報酬を決定しております。支給については、在任中
に定期的に行われるものであります。
「株式報酬」については、BIP信託を活用しております。BIP信託の内

容（信託期間、信託に拠出する上限金額、各取締役に対する株式配分方
法など）については、取締役会で決定し、株主総会で決議を得ておりま
す。なお、株式報酬に係る変動部分の指標は、中期経営計画の収益目標
を達成することで、中長期的な業績向上と貢献意欲を高めるため、中期
経営計画に掲げた指標である「連結経常収益」、「連結当期純利益」、「連
結当期純利益ROE」、「連結自己資本比率」、「女性管理職比率（課長級以
上）」及び「女性管理職比率（係長級以上）」並びに当社グループのサス
テナビリティ方針に基づき設定した「CO2排出量」としております。個
別報酬への配分は、株主総会での決議内容を踏まえて具体的な配分基準
を取締役会で決定し、この基準に基づき毎年実施しております。また、
透明性確保の観点から、毎年の配分結果について取締役会へ報告してお
ります。支給については、退任後に行われるものであります。
「賞与」については、連結当期純利益の水準に連動して受け取ること

ができる賞与総額テーブルを予め定めており、毎年、株主総会で賞与総
額についての決議を得ております。個別の配分については、役位と業績
貢献度に基づいて、取締役会で決定しております。支給については、在
任中に定期的に行われるものであります。
また、重大な不祥事などの事由が発生した場合には、支給済み、確定

済みの報酬（株式報酬など）の返還を求めることができることとしてお
ります。返還を求めることができる期間は重大な不祥事などの事由が発
生した時点より１年間遡ることができ、「グループ指名・報酬諮問委員
会」の審議を経て、その答申結果を踏まえて、取締役会で決定すること
としております。
なお、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等の内容については、

「グループ指名・報酬諮問委員会」で、基本方針に沿った内容であるか
審議を行い、その答申結果を踏まえて、取締役会で決定しております。
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ロ．役員区分ごとの報酬等の種類別の総額
（単位：百万円）

区 分 支給人数
（名） 報酬等の総額 基本報酬 業績連動報酬 非金銭報酬賞与 株式報酬

取締役
（監査等委員である
取締役を除く。）

4 51 30 9 12 ―

取締役
（監査等委員） 6 22 22 ― ― ―

計 10 74 53 9 12 ―
（注）1. 上記の支給人数には、2025年６月25日開催の第４回定時株主総会の終結の時をもっ

て退任した取締役１名及び監査等委員である取締役２名を含んでおります。
2. 業績連動報酬として取締役（社外取締役及び監査等委員である取締役を除く）に対し
て「賞与」並びに「株式報酬」を支給しております。
「賞与」は、業績向上への意欲や士気を高めるため、毎連結会計年度の親会社株主に帰
属する当期純利益を勘案し、予め定めた役位に応じた支給額に基づき決定しておりま
す。なお、当連結会計年度の親会社株主に帰属する当期純利益は11,292百万円であり
ます。
「株式報酬」については役位や業績目標の達成度合い等に応じて、当社株式及び当社
株式の換価処分金相当額の金銭の交付及び給付を行うインセンティブプランであり、
固定部分と変動部分で構成されております。固定部分は、役位に応じて予め決定した
支給額に基づいて算出したポイントを付与します。変動部分は、業績連動報酬に係る
指標の達成率に応じ、予め取締役会において決定した役位毎の基準額から固定部分を
差し引いた額を基準株価（平均株価）で除して算定されたポイントを付与します。ま
た、付与されたポイントについては、１ポイントにつき当社普通株式１株として換算
し、退任後に交付します。株式報酬に係る変動部分の指標は、以下のとおりでありま
す。

項 目 2026年度目標 2026年３月期実績
連結経常収益 800億円 704億円
連結当期純利益 ※１ 120億円 112億円
連結当期純利益ROE ※２ 6.70％程度 6.61％
連結自己資本比率 11％程度 11.36％
女性管理職比率（課長級以上） 23％ 22.9％
女性管理職比率（係長級以上） 40％ 36.1％
CO2排出量 ※３ ※３
※１ 連結当期純利益＝親会社株主に帰属する当期純利益
※２ 連結当期純利益ROEは株主資本ベース
※３ CO2排出量については2030年度で「カーボンニュートラル」実質 “ゼロ” を

目指しており、2026年度の目標は設定しておりません。
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3. 第１回定時株主総会において、取締役（監査等委員である取締役を除く）の報酬額の
うち金銭で支給するものは、年額100百万円以内（うち社外取締役分年額20百万円以
内）として承認されております。なお、当時の取締役（監査等委員である取締役を除
く）の員数は４名（うち社外取締役は１名）です。

4. 第１回定時株主総会において、監査等委員である取締役の報酬等は、年額40百万円
以内として承認されております。なお、当時の監査等委員である取締役の員数は４名
（うち社外取締役は３名）です。
5. 第３回定時株主総会において、取締役（社外取締役及び監査等委員である取締役を除
く）の報酬等のうち、株式報酬制度については以下の通り承認されております。なお、
当時の取締役（監査等委員である取締役を除く）の員数は３名（うち社外取締役は１
名）です。
（1）BIP信託に拠出する金員の上限：当社が拠出する金員と沖縄銀行が拠出する金員を

あわせて、対象期間ごとに350百万円
（2）BIP信託が交付する当社株式の上限：対象期間ごとに81,900株

（3）責任限定契約
氏 名 責任限定契約の内容の概要

山 城 貴 子
会社法第423条第１項に定める賠償責任について、その職務を行う
につき善意かつ重大な過失がないときは、会社法第425条第１項に
定める最低責任限度額を限度として、当社に対して損害賠償責任を
負う契約を締結しております。

村 上 尚 子
杉 本 健 次
野 崎 聖 子

（4）補償契約
イ．在任中の会社役員との間の補償契約

該当事項はありません。

ロ．補償契約の履行等に関する事項
該当事項はありません。

（5）役員等賠償責任保険契約に関する事項
当社は保険会社との間で会社法第430条の３に規定する役員等賠償責任保険

契約を締結しております。
当該役員等賠償責任保険契約の被保険者は、当社の取締役及び執行役員、並

びに当社グループ子会社等の取締役、監査役、執行役員であり、保険料は特約
部分も含め当社及びグループ子会社等で負担しており、被保険者の実質的な保
険料負担はありません。当該保険契約では、被保険者である役員等がその職務
の執行に関し責任を負うこと、または、当該責任の追及に係る請求を受けるこ
とによって生ずることのある損害について填補することとされています。但
し、法令違反の行為であることを認識して行った行為に起因して生じた損害は
填補されないなど、一定の免責事由があります。
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3 社外役員に関する事項
（1）社外役員の兼職その他の状況

（年度末現在）
氏 名 兼職その他の状況

山 城 貴 子 国立大学法人琉球大学 監事

村 上 尚 子 こころ法律事務所 代表
日本司法支援センター 沖縄地方事務所 所長

杉 本 健 次 一般財団法人 沖縄美ら島財団 常務理事

野 崎 聖 子
うむやす法律会計事務所 代表
株式会社サンエー 社外取締役
沖縄電力株式会社 社外取締役
株式会社首里石鹸 社外監査役

（注） 当社と上記の兼職先との間には、開示すべき事項はありません。
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（2）社外役員の主な活動状況
氏 名 在任期間 取締役会等への

出席状況 取締役会等における発言その他の活動状況

山 城 貴 子 10カ月 取締役会11回中11回

沖縄県職員として、文化環境部平和・男女
共同参画課長や商工労働部ものづくり振興
課長、沖縄県議会事務局長などを務めるな
ど、豊富な経験を有しております。また、
2024年からは琉球大学の監事として監査
等の職務・職責を果たしており、このよう
な豊富な経験と専門的見地を活かして、取
締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保
するための助言・提言を行うなど社外役員
に求められる役割・責任を十分に発揮して
おります。

村 上 尚 子 ３年10カ月 取締役会14回中14回
監査等委員会11回中10回

弁護士として企業法務に関する豊富な経験
と専門的見地を活かして、取締役会の意思
決定の妥当性・適正性を確保するための助
言・提言を行うなど社外役員に求められる
役割・責任を十分に発揮しております。
グループ指名・報酬諮問委員会の委員とし
て、当事業年度に開催された委員会６回全
てに出席しており、客観的・中立的立場で
当社の役員候補者の選定や役員報酬等の決
定過程における監督機能を担っておりま
す。
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氏 名 在任期間 取締役会等への
出席状況 取締役会等における発言その他の活動状況

杉 本 健 次 ３年10カ月 取締役会14回中14回
監査等委員会13回中12回

企業経営に係る豊富な経験と多数の公務経
験による見地を活かして、取締役会の意思
決定の妥当性・適正性を確保するための助
言・提言を行うなど社外役員に求められる
役割・責任を十分に発揮しております。
グループ指名・報酬諮問委員会の委員とし
て、当事業年度（６月就任以降）に開催さ
れた委員会５回全てに出席しており、客観
的・中立的立場で当社の役員候補者の選定
や役員報酬等の決定過程における監督機能
を担っております。

野 崎 聖 子 10カ月 取締役会11回中11回
監査等委員会11回中11回

弁護士としての企業法務に関する豊富な経
験と専門的見地を活かして、取締役会の意
思決定の妥当性・適正性を確保するための
助言・提言を行うなど社外役員に求められ
る役割・責任を十分に発揮しております。
グループ指名・報酬諮問委員会の委員とし
て、当事業年度（６月就任以降）に開催さ
れた委員会５回全てに出席しており、客観
的・中立的立場で当社の役員候補者の選定
や役員報酬等の決定過程における監督機能
を担っております。

（注） 社外取締役に対して、当社外でも取締役会議案などを事前に閲覧できるタブレット端末
を配布しております。また、主管部である、総合企画部は、社外取締役に対して各部の部
長が取締役会議案を事前に説明する機会を設けるなどサポート体制を構築しております。

（3）社外役員に対する報酬等
（単位：人、百万円）

支給人数 当社からの報酬等 当社の親会社等からの報酬等
報酬等の合計 7 16 ―

（注） 上記の支給人数には、2025年６月25日開催の第４回定時株主総会の終結の時をもって
退任した取締役１名及び監査等委員である取締役２名を含んでおります。

（4）社外役員の意見
該当事項はありません。
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4 当社の株式に関する事項
（1）株 式 数 発行可能株式総数 44,000千株

発行済株式の総数 23,016千株
（自己株式1,116千株を含む。）

（2）当年度末株主数 9,851名
（3）大 株 主

株 主 の 氏 名 又 は 名 称
当社への出資状況

持 株 数 等 持 株 比 率
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 2,118千株 9.67％

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 967 4.41
おきなわフィナンシャルグループ従業員持株会 803 3.66
沖縄土地住宅株式会社 709 3.24
沖縄電力株式会社 592 2.70
住友生命保険相互会社 564 2.57
日本生命保険相互会社 548 2.50
STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505223 477 2.18
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（株式付与ESOP信託口・80170口） 445 2.03
野村信託銀行株式会社（信託口2052292） 408 1.86
（注）1. 持株数は、千株未満を切り捨てて表示しております。

2. 持株比率は、自己株式（1,116,596株）を控除して計算しております。なお、自己
株式数には役員報酬BIP信託が保有する自己株式107,826株、株式付与ESOP信託が保
有する自己株式445,501株は含まれておりません。

（4）役員保有株式
該当事項はありません。
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5 当社の新株予約権等に関する事項
（1）事業年度の末日において当社の会社役員が有している当社の新株予約権等

新株予約権等の内容の概要 新株予約権等を
有する者の人数

取 締 役
（監査等委員
であるもの
及び社外役
員を除く）

① 名称 株式会社おきなわフィナンシャルグループ第４回新株予約権
② 新株予約権の数 125個
③ 目的となる株式の種類及び数 普通株式 1,500株
④ 権利行使期間 2021年10月１日から2043年８月５日まで
⑤ 権利行使価格（１株当たり） １円
⑥ 権利行使条件

新株予約権者は、当社の取締役の地位を喪失した日の翌日以降
10日間に限り、新株予約権を一括して行使することができる
ものとする。

１名

① 名称 株式会社おきなわフィナンシャルグループ第５回新株予約権
② 新株予約権の数 219個
③ 目的となる株式の種類及び数 普通株式 2,628株
④ 権利行使期間 2021年10月１日から2044年８月５日まで
⑤ 権利行使価格（１株当たり） １円
⑥ 権利行使条件

新株予約権者は、当社の取締役の地位を喪失した日の翌日以降
10日間に限り、新株予約権を一括して行使することができる
ものとする。

１名

① 名称 株式会社おきなわフィナンシャルグループ第６回新株予約権
② 新株予約権の数 140個
③ 目的となる株式の種類及び数 普通株式 1,680株
④ 権利行使期間 2021年10月１日から2045年８月10日まで
⑤ 権利行使価格（１株当たり） １円
⑥ 権利行使条件

新株予約権者は、当社の取締役の地位を喪失した日の翌日以降
10日間に限り、新株予約権を一括して行使することができる
ものとする。

１名
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新株予約権等の内容の概要 新株予約権等を
有する者の人数

取 締 役
（監査等委員
であるもの
及び社外役
員を除く）

① 名称 株式会社おきなわフィナンシャルグループ第７回新株予約権
② 新株予約権の数 199個
③ 目的となる株式の種類及び数 普通株式 2,388株
④ 権利行使期間 2021年10月１日から2046年８月８日まで
⑤ 権利行使価格（１株当たり） １円
⑥ 権利行使条件

新株予約権者は、当社の取締役の地位を喪失した日の翌日以降
10日間に限り、新株予約権を一括して行使することができる
ものとする。

１名

① 名称 株式会社おきなわフィナンシャルグループ第８回新株予約権
② 新株予約権の数 172個
③ 目的となる株式の種類及び数 普通株式 1,720株
④ 権利行使期間 2021年10月１日から2047年８月４日まで
⑤ 権利行使価格（１株当たり） １円
⑥ 権利行使条件

新株予約権者は、当社の取締役の地位を喪失した日の翌日以降
10日間に限り、新株予約権を一括して行使することができる
ものとする。

１名

社外取締役
（監査等委員
であるもの
を除く）

― ―

監査等委員
である取締役 ― ―

（注）1. 第４回から第７回までの新株予約権は１株当たり1.2株の割合で株式分割を行ってお
り、新株予約権１個当たりの目的となる株式の数は当社普通株式12株としております。

2. 第８回新株予約権の新株予約権１個当たりの目的となる株式の数は当社普通株式10
株としております。

（2）事業年度中に使用人等に交付した当社の新株予約権等
該当事項はありません。
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6 会計監査人に関する事項
（1）会計監査人の状況

氏名又は名称 当該事業年度
に係る報酬等 そ の 他

有限責任監査法人トーマツ
指定有限責任社員 濵 村 正 治
指定有限責任社員 照 屋 洋 平

23百万円

(非監査業務)
企業会計基準第34号「リースに

関する会計基準」の適用による会
計方針の検討に関する助言業務

(会計監査人の監査報酬に同意した
理由)
監査等委員会は、関係部署及び

会計監査人からの資料の入手や報
告の聴取を通じて、会計監査人の
監査計画の内容、従前の事業年度
における職務執行状況や報酬見積
の算出根拠等を検証した結果、「監
査報酬」は妥当であると認め同意
いたしました。

（注）1. 当該事業年度に係る報酬等は、会社法上の監査と金融商品取引法上の監査についての
報酬額を監査法人との契約において明確に区分しておりません。

2. 当社並びに子会社及び子法人等が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額
87百万円

（2）責任限定契約
該当事項はありません。

（3）補償契約
イ．在任中の会計監査人との間の補償契約

該当事項はありません。
ロ．補償契約の履行等に関する事項

該当事項はありません。
（4）会計監査人に関するその他の事項

（会計監査人の解任又は不再任の決定の方針）
監査等委員会は、会計監査人が職務の遂行上、法令等違反や会計監査の適正

性及び信頼性を害する事由の発生等により、当社の監査業務に重大な支障を来
すおそれがある事態が認められた場合には、株主総会に提出する会計監査人の
解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。また、監査等委員会
は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める解任事由に該当すると判
断した場合には、監査等委員全員の同意によって会計監査人を解任することを
検討いたします。
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7 財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針
該当事項はありません。

8 業務の適正を確保する体制
＜内部統制システムの整備状況＞

当社が遵守すべき内部統制システムの体制整備を行い、不断の見直しによっ
てその改善を図り、効率的で適法な企業体制を構築しております。

（1）損失の危機の管理に対する規程その他の体制
① 取締役会は、安定的な収益の確保と健全な経営基盤の確立を目的に「リ
スク管理指針」及び各リスクの管理規程等を制定し、当社及び当社グルー
プ全体のリスク統括部署及び各リスクの管理部署、管理方法等を定めてお
ります。

② 取締役会は、当社及び当社グループ全体のリスクの適切な管理・監視等
を目的に「グループリスク管理委員会」を設置しております。「グループ
リスク管理委員会」は、リスクの統括・管理部署より報告を受け、必要に
応じて改善の指示を行うほか、取締役会から委任を受けた当社及び当社グ
ループ全体のリスク管理に関する事項を審議・決定し、定期的に取締役会
へ報告しております。

③ 取締役会は、当社及び当社グループ全体の事業継続を図るための「業務
継続計画規則」を定め、危機発生時（不慮の災害や障害及び事故等による
重大な被害の発生）における迅速かつ円滑な対応に努めております。

（2）取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた
めの体制
① 取締役会は、当社及び当社グループ会社の全役職員が遵守すべきものと
して「法令等遵守要領」を定めております。

② 取締役会は、コンプライアンス態勢の適切な管理・監視等を目的に「グ
ループコンプライアンス委員会」を設置しております。「グループコンプ
ライアンス委員会」は、当社及び当社グループ全体のコンプライアンス態
勢に関するチェック・評価等を行うほか、取締役会から権限の委譲を受け
た事項について審議・決定し、コンプライアンス・プログラムの進捗状況
やその他の重要事項等を取締役会へ報告しております。
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③ 取締役会は、当社の各部門及び当社グループ会社各社に「法令遵守担当
者」を配置し、部門毎に「コンプライアンス勉強会」を実施し、各職員の
コンプライアンスの意識高揚に努めております。

④ 取締役会は、不祥事故、コンプライアンス違反など、コンプライアンス
上問題のある事項を直接報告させる制度として「ヘルプライン」を設置
し、未然防止・拡大防止などの速やかな是正措置を講じております。

（3）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
① 取締役会は、職務分掌、職務権限等に関する規程を策定し、組織的、効
率的な業務運営を実践しております。また、重要事項等の審議・決定機関
として「グループ経営会議」を設置しております。

② 取締役会は、金融をコアとする総合サービスグループとしての役割を踏
まえた中期経営計画や年度計画等を策定し、当社及び当社グループ会社の
全役職員の共有する目標を設定しております。目標達成に向けた施策につ
いては、グループ経営会議・グループ経営戦略会議においてその進捗を管
理しております。

③ 取締役は、担当業務の執行状況について、定期的に取締役会へ報告して
おります。

④ 取締役会は、グループ会社も含めた業務運営を統制する文書の体系と、
その制定・改廃及び運用について「規程等管理規則」を定め、効率的な業
務運営を遂行しております。

（4）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
取締役会は、「文書管理規則」を定め、当社取締役の職務の執行に係る情

報を適切に保存及び管理しております。

（5）当社並びに子会社から成る企業集団における業務の適切性を確保するための
体制
① 当社役員がグループ会社各社の業務の適切性を監視するとともに、「統
合的リスク管理規則」及び「グループ会社リスク管理規則」において、グ
ループ会社の統括、管理部署を明らかにし、各社における金融円滑化、法
令等遵守態勢やリスク管理態勢の整備等、グループ全体での内部統制シス
テムを構築しております。

② グループ会社各社は経営計画を策定するとともに、その業務執行状況を
定期的に当社経営陣に対して報告を行い、グループ全体での効率性を確保
し、連携態勢を強化しております。
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③ 内部監査部門は、グループ会社各社における法令等遵守態勢及びリスク
管理態勢の状況についての監査を行い、その結果を取締役会へ報告すると
ともに、グループ会社各社に対して監査指摘事項に係る改善報告を求め、
その進捗状況についてフォローしております。

（6）監査等委員である取締役の職務を補助すべき使用人を置くことに関する事項
監査等委員である取締役は監査等委員会室を設置し、監査等委員である取

締役及び監査等委員会（以下、「監査等委員会等」という。）の職務を補助す
べき専任スタッフを配置しております。

（7）監査等委員である取締役の職務遂行を補助すべき使用人の取締役からの独立
性及び当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項
① 専任スタッフは、監査等委員会等の監督に服し、当社の業務の執行にか
かわる役職については、これを兼務させておりません。

② 専任スタッフの人事に関しては、事前に監査等委員会等との意見交換を
行うことなどにより、監査等委員会等へのサポート態勢維持に努めており
ます。

（8）当社及び当社グループ会社の取締役及び使用人が監査等委員である取締役に
報告するための体制
① 当社の監査等委員である取締役には、当社及び当社グループ会社の取締
役会、その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人から業務執行の状況
やその他重要事項の報告を受ける機会を確保しております。

② 当社及び当社グループ会社の取締役及び使用人は、必要に応じて監査等
委員である取締役に対して報告を行っております。

③ 取締役会は、監査等委員である取締役へ報告を行った当社グループの役
職員に対し、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを行うことを
禁止し、その旨を当社グループの役職員に周知徹底しております。

（9）監査等委員である取締役の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還
の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方
針に関する事項
監査等委員である取締役がその職務の執行について、会社法第388条に基

づく費用の前払い等の請求をしたときは、担当部署において協議の上、当該
請求に係る費用又は債務が当該監査等委員である取締役の職務の執行に必要
でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用又は債務を処理いたしま
す。
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（10）その他監査等委員である取締役の監査が実効的に行われることを確保するた
めの体制
① 社長、会計監査人、内部監査部門は監査等委員である取締役と定期的に
情報交換を行うなど、効率的な監査の実現に寄与するよう努めておりま
す。

② 監査等委員である取締役が、必要に応じ外部専門家（弁護士・公認会計
士など）に対し意見を聴取する機会を確保するよう努めております。

（11）反社会的勢力排除に向けた基本方針
企業倫理へ反社会的勢力の排除を明記しているほか、市民生活の秩序や安

全に脅威を与える反社会的勢力との関係を遮断し、断固としてこれに対処し
ております。

（12）反社会的勢力排除に向けた体制
① 企業倫理にて反社会的勢力の排除を明記するほか、法令等遵守要領に
て、反社会的勢力への対策を策定し、役職員へ周知徹底しております。

② 法令等遵守要領では、ⅰ.反社会的勢力への対応体制、ⅱ.具体的な対応
要領、ⅲ.業務妨害への対応、ⅳ.具体的な違法行為などを定めております。
また、必要に応じて社内関係部署や警察等の外部機関と連携するなど、反
社会的勢力との取引遮断に向けて組織的に取組んでおります。

③ 反社会的勢力の情報管理に関しては、反社会的勢力への対応に係る規則
を制定し情報を適切に管理することで、取引防止や疑わしい取引の届出
等、必要な管理体制を整備しております。

＜業務の適正を確保するための体制の運用状況＞
当社の内部統制システムの運用状況は以下のとおりです。

（1）リスク管理体制
グループリスク管理委員会は当事業年度で12回開催し、当社及び当社グ

ループの経営に内在する各種リスクに関する諸問題の分析・評価並びにリス
ク制御策等についての検討やグループ全体のリスクの洗い出しを行っており
ます。また、審議・決定事項についてはすべて取締役会に報告しておりま
す。
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（2）コンプライアンス体制
グループコンプライアンス委員会は当事業年度で７回開催しており、当社

及び当社グループ全体のコンプライアンス態勢のチェック・評価等を行って
おります。なお、コンプライアンス・プログラムの進捗状況やその他重要事
項等については適宜取締役会に報告しております。また、コンプライアン
ス・プログラムに基づく段階に応じた研修の実施や当社及び当社グループ会
社各社に「法令遵守担当者」を配置し、部門毎にコンプライアンス勉強会を
毎月開催する等、各職員のコンプライアンスの意識高揚に努めております。

（3）取締役の職務の執行について
取締役会は当事業年度で14回開催しており、法令又は定款に定められた

事項及び経営上重要な事項の審議・決定を行っております。また、取締役は
担当業務の執行状況について定期的に取締役会へ報告を行っております。取
締役会の委譲会議体である「グループ経営会議」は、当事業年度で50回開
催し、取締役会に付議する事項の事前協議やグループ各社の業況について定
期的に確認を行っております。

（4）内部監査の実施について
内部監査部門は、内部監査計画に基づき、当社及び当社グループ全体の法

令等遵守態勢及びリスク管理態勢の状況について監査を実施し、その結果及
び改善状況について取締役会へ報告するとともに、その実施状況及び有効性
についての評価を行っております。

（5）監査等委員である取締役の職務の執行について
監査等委員である取締役は、監査等委員会を当事業年度で13回開催して

おり、その他、本部４部署、グループ４社の監査を実施いたしました。ま
た、取締役会やグループ経営会議等の重要な会議に出席しているほか、社
長、会計監査人、内部監査部門との間で、それぞれ定期的な意見交換会を実
施しております。

9 特定完全子会社に関する事項
会社名 住所 株式の帳簿価額 当社の総資産額

株式会社沖縄銀行 沖縄県那覇市久茂地３丁目10番1号 134,241百万円 141,943百万円
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10 親会社等との間の取引に関する事項
該当事項はありません。

11 会計参与に関する事項
該当事項はありません。

12 その他
該当事項はありません。
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第５期末 （2026年３月31日現在）連結貸借対照表
（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（資産の部） （負債の部）

現 金 預 け 金 196,673 預 金 2,638,962
買 入 金 銭 債 権 1,316 借 用 金 89,502
金 銭 の 信 託 5,029 外 国 為 替 35
有 価 証 券 630,100 信 託 勘 定 借 6,758
貸 出 金 2,011,117 そ の 他 負 債 31,062
外 国 為 替 4,841 賞 与 引 当 金 875
リース債権及びリース投資資産 23,364 役 員 賞 与 引 当 金 33
そ の 他 資 産 39,768 退 職 給 付 に 係 る 負 債 385
有 形 固 定 資 産 17,611 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 22
建 物 4,009 株 式 報 酬 引 当 金 226
土 地 11,243 株 式 給 付 引 当 金 360
リ ー ス 資 産 99 利 息 返 還 損 失 引 当 金 1
建 設 仮 勘 定 11 睡眠預金払戻損失引当金 51
その他の有形固定資産 2,247 特 別 法 上 の 引 当 金 5

無 形 固 定 資 産 2,982 再評価に係る繰延税金負債 1,138
ソ フ ト ウ ェ ア 2,686 支 払 承 諾 5,415
その他の無形固定資産 296 負 債 の 部 合 計 2,774,836

退 職 給 付 に 係 る 資 産 2,723 （純資産の部）
繰 延 税 金 資 産 10,346 資 本 金 20,000
支 払 承 諾 見 返 5,415 資 本 剰 余 金 22,217
貸 倒 引 当 金 △14,063 利 益 剰 余 金 136,671

自 己 株 式 △3,906
株 主 資 本 合 計 174,982
その他有価証券評価差額金 △20,822
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 4,883
土 地 再 評 価 差 額 金 1,088
退職給付に係る調整累計額 2,134
その他の包括利益累計額合計 △12,716
新 株 予 約 権 36
非 支 配 株 主 持 分 89
純 資 産 の 部 合 計 162,391

資 産 の 部 合 計 2,937,228 負債及び純資産の部合計 2,937,228
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( )第５期 2025年 4 月１日から 連結損益計算書2026年３月31日まで
（単位：百万円）

科 目 金 額
経 常 収 益 70,417
資 金 運 用 収 益 43,415

貸 出 金 利 息 33,107
有 価 証 券 利 息 配 当 金 8,823
コールローン利息及び買入手形利息 20
預 け 金 利 息 1,301
そ の 他 の 受 入 利 息 162

信 託 報 酬 38
役 務 取 引 等 収 益 8,158
そ の 他 業 務 収 益 15,470
そ の 他 経 常 収 益 3,334

償 却 債 権 取 立 益 211
そ の 他 の 経 常 収 益 3,122

経 常 費 用 54,618
資 金 調 達 費 用 5,618

預 金 利 息 5,097
コールマネー利息及び売渡手形利息 2
借 用 金 利 息 158
金 利 ス ワ ッ プ 支 払 利 息 301
そ の 他 の 支 払 利 息 57

役 務 取 引 等 費 用 2,795
そ の 他 業 務 費 用 18,415
営 業 経 費 25,430
そ の 他 経 常 費 用 2,359

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 1,136
そ の 他 の 経 常 費 用 1,222

経 常 利 益 15,799
特 別 利 益 919

固 定 資 産 処 分 益 57
国 庫 補 助 金 受 贈 益 862

特 別 損 失 602
固 定 資 産 処 分 損 164
固 定 資 産 圧 縮 損 438

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 16,115
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 4,822
法 人 税 等 調 整 額 △8
法 人 税 等 合 計 4,813
当 期 純 利 益 11,302
非支配株主に帰属する当期純利益 9
親会社株主に帰属する当期純利益 11,292
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( )第５期 2025年 4 月１日から 連結株主資本等変動計算書2026年３月31日まで
（単位：百万円）

株 主 資 本
資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当期首残高 20,000 22,216 128,225 △3,946 166,495
当期変動額
剰余金の配当 △2,847 △2,847
親会社株主に帰属する
当期純利益 11,292 11,292

自己株式の取得 △1 △1
自己株式の処分 0 42 42
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当期変動額合計 ― 0 8,445 40 8,486
当期末残高 20,000 22,217 136,671 △3,906 174,982

（単位：百万円）
その他の包括利益累計額

新株予約権 非 支 配
株主持分 純資産合計そ の 他

有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損 益

土地再評価
差 額 金

退職給付
に 係 る
調整累計額

その他の
包括利益
累計額合計

当期首残高 △17,341 2,098 1,088 1,131 △13,023 36 ― 153,508
当期変動額
剰余金の配当 △2,847
親会社株主に帰属する
当期純利益 11,292

自己株式の取得 △1
自己株式の処分 42
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) △3,480 2,785 ― 1,002 307 ― 89 396

当期変動額合計 △3,480 2,785 ― 1,002 307 ― 89 8,882
当期末残高 △20,822 4,883 1,088 2,134 △12,716 36 89 162,391
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連結注記表
記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

連結計算書類の作成方針
子会社、子法人等及び関連法人等の定義は、銀行法第２条第８項及び銀行法施行令第４条

の２に基づいております。

1. 連結の範囲に関する事項
（1）連結される子会社及び子法人等 11社

株式会社沖縄銀行
株式会社おきぎんリース
おきぎん証券株式会社
株式会社おきぎんジェーシービー
株式会社おきぎんシステムソリューションズ
おきぎん保証株式会社
おきぎんビジネスサービス株式会社
株式会社おきぎん経済研究所
美ら島債権回収株式会社
株式会社みらいおきなわ
株式会社おきぎんサクセスパートナーズ
株式会社おきぎんサクセスパートナーズは、2025年７月１日に新規設立し、当連結会計

年度から連結の範囲に含めております。
なお、株式会社おきぎんエス・ピー・オーは、2025年10月１日付で株式会社おきぎん

システムソリューションズに商号変更しております。
（2）非連結の子会社及び子法人等

該当事項はありません。

2. 持分法の適用に関する事項
（1）持分法適用の非連結の子会社及び子法人等

該当事項はありません。
（2）持分法適用の関連法人等

該当事項はありません。
（3）持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等

該当事項はありません。
（4）持分法非適用の関連法人等

該当事項はありません。
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会計方針に関する事項
1. 商品有価証券の評価基準及び評価方法

商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っておりま
す。

2. 有価証券の評価基準及び評価方法
（1）有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額

法）、その他有価証券については時価法（売却原価は移動平均法により算定）、ただし市場
価格のない株式等については移動平均法による原価法により行っております。
なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しておりま

す。
（2）金銭の信託において信託財産を構成している有価証券の評価は、運用目的の金銭の信託

については時価法、運用目的以外の金銭の信託については、上記（1）と同じ方法により行
っております。

3. デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。

4. 固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産（リース資産を除く）

銀行業を営む連結子会社の有形固定資産は、定率法を採用しております。
また、主な耐用年数は次のとおりであります。

建 物 15年〜50年
その他 ５年〜15年

当社及びその他の連結される子会社及び子法人等の有形固定資産については、資産の見
積耐用年数に基づき、主として定率法により償却しております。

（2）無形固定資産（リース資産を除く）
無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、当社並びに連結される子会社及び子法人等で定める利用可能期間（５年）に基づ
いて償却しております。

（3）リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」及び「無形固定資産」

中のリース資産は、リース期間を耐用年数とした定額法により償却しております。なお、
残存価額については、リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、
それ以外のものは零としております。
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5. 貸倒引当金の計上基準
貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。
破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下、「破綻先」という。）

に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者（以下、「実質破綻先」という。）に係る債権に
ついては、以下のなお書きに記載されている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込
額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。また、現在は経営
破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者（以下、「破綻懸
念先」という。）に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による
回収可能見込額を控除し、その残額に対して今後の予想損失額を見込んで計上しております。
破綻懸念先の予想損失額は、損失見込期間（３年間）を算定期間とし、過去の一定期間の貸倒
実績を基礎とした貸倒実績率の平均値に基づき損失率を求め、将来見込みに応じてより実態を
反映する算定期間とする等必要な修正を加えて算定しております。
上記以外の債権については、貸出条件に問題のある債務者、履行状況に問題のある債務者、

業況が低調ないし不安定な債務者又は財務内容に問題がある債務者など今後の管理に注意を要
する債務者（以下、「要注意先」という。）のうち、当該債務者の債権の全部又は一部が要管理
債権である債務者（以下、「要管理先」という。）に対する債権については今後３年間の予想損
失額を、また、要管理先以外の要注意先及び業況が良好であり、かつ財務内容にも特段の問題
がないと認められる債務者（以下、「正常先」という。）に対する債権については今後１年間の
予想損失額を見込んで計上しており、予想損失額は、３算定期間の貸倒実績を基礎とした貸倒
実績率の過去の一定期間における平均値に基づき損失率を求め、これに将来見込み等必要な修
正を加えて算定しております。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部

署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しております。
なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評

価額及び保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額
から直接減額しており、その金額は4,289百万円であります。

6. 賞与引当金の計上基準
賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額の

うち、当連結会計年度に帰属する額を計上しております。

7. 役員賞与引当金の計上基準
役員賞与引当金は、役員への賞与の支払いに備えるため、役員に対する賞与の支給見込額の

うち、当連結会計年度に帰属する額を計上しております。
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8. 役員退職慰労引当金の計上基準
役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に対する退職慰労

金の支給見積額のうち、当連結会計年度末までに発生していると認められる額を計上しており
ます。

9. 株式報酬引当金の計上基準
株式報酬引当金は、役員報酬ＢＩＰ信託による当社株式の交付に備えるため、株式交付規程

に基づき、役員に割り当てられたポイントに応じた株式の給付見込額を計上しております。

10. 株式給付引当金の計上基準
株式給付引当金は、株式付与ＥＳＯＰ信託による当社株式の交付に備えるため、株式交付要

領に基づき、当社グループ従業員に割り当てられたポイントに応じた株式の給付見込額を計上
しております。

11. 利息返還損失引当金の計上基準
利息返還損失引当金は、将来の利息返還請求の損失に備えるため、過去の返還実績率等を勘

案して計算した当連結会計年度末における損失発生見込額を計上しております。

12. 睡眠預金払戻損失引当金の計上基準
睡眠預金払戻損失引当金は、利益計上を行った睡眠預金の預金者からの払戻請求に備えるた

め、過去の払戻実績等を勘案して必要と認められる額を計上しております。

13. 特別法上の引当金の計上基準
特別法上の引当金は、金融商品取引法第46条の５第１項に定める金融商品取引責任準備金で

あり、証券事故による損失に備えるため、金融商品取引業等に関する内閣府令第175条の規定
に定めるところにより算出した額を計上しております。

14. 退職給付に係る会計処理の方法
銀行業を営む連結子会社は退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度

末までの期間に帰属させる方法については給付算定式基準によっております。また、数理計算
上の差異の損益処理方法は次のとおりであります。
数理計算上の差異：各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数

（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計
年度から損益処理

なお、上記を除く一部の連結される子会社及び子法人等は、退職給付に係る負債及び退職給
付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡
便法を適用しております。
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15. 収益の計上方法
（1）役務取引等収益、その他業務収益及びその他経常収益

役務取引等収益、その他業務収益及びその他経常収益においては、約束した財又はサー
ビスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる
金額で収益を認識しております。

（2）ファイナンス・リース取引
ファイナンス・リース取引においては、リース料受取時に売上高と売上原価を計上する

方法によっております。

16. 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建資産・負債は、連結決算日の為替相場による円換算額を付しております。

17. 重要なヘッジ会計の方法
（1）金利リスク・ヘッジ

銀行業を営む連結子会社の金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方
法は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公
認会計士協会業種別委員会実務指針第24号 2022年３月17日。以下、「業種別委員会実務
指針第24号」という。）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法
については、相場変動を相殺するヘッジについて、ヘッジ対象となる預金・貸出金等とヘッ
ジ手段である金利スワップ取引等を一定の（残存）期間毎にグルーピングのうえ特定し評価
しております。また、キャッシュ・フローを固定するヘッジについては、ヘッジ対象とヘッ
ジ手段の金利変動要素の相関関係の検証により有効性の評価をしております。

（2）為替変動リスク・ヘッジ
銀行業を営む連結子会社の外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッ

ジ会計の方法は、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取
扱い」（日本公認会計士協会業種別委員会実務指針第25号 2020年10月８日。以下、「業種
別委員会実務指針第25号」という。）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効
性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う通
貨スワップ取引及び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債
権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認することにより
ヘッジの有効性を評価しております。

18. 消費税等の会計処理
有形固定資産に係る控除対象外消費税等は当連結会計年度の費用に計上しております。
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重要な会計上の見積り
会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目であっ

て、翌連結会計年度に係る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとお
りです。
1. 貸倒引当金
（1）当連結会計年度に係る連結計算書類に計上した額

貸倒引当金 14,063百万円
（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報

① 算出方法
当社グループの貸倒引当金の算出方法は、「会計方針に関する事項 5.貸倒引当金の計

上基準」に記載しております。
② 主要な仮定

貸倒引当金計上の基礎となる債務者区分の判定にあたり、業績見通しを利用しており
ますが、これらには将来の事象について一定の仮定が含まれております。当該仮定は、
債務者の経営判断、取引先企業の業績、国内外の景気動向、金融・財政政策、市況等の
変動等の予測困難な不確実性の影響を受ける可能性があります。

③ 翌連結会計年度に係る連結計算書類に及ぼす影響
業績見通しに含まれる仮定が変化した場合は、翌連結会計年度に係る連結計算書類に

おける貸倒引当金の金額に重要な影響を及ぼす可能性があります。
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追加情報
（役員報酬ＢＩＰ信託）

当社及び当社の子会社である株式会社沖縄銀行（以下、「沖縄銀行」という。）は、当社の取
締役（社外取締役及び監査等委員である取締役を除く。）と沖縄銀行の取締役（社外取締役を
除く。）及び執行役員（以下、「取締役等」という。）を対象とした役員報酬ＢＩＰ信託を導入
しております。
1. 取引の概要

役員報酬ＢＩＰ信託は、当社グループの経営方針の実現及び業績向上への貢献意欲を高め
ることを目的とした役員インセンティブプランであり、当社及び沖縄銀行が定める株式交付
規程に基づき、役位や業績目標の達成度等に応じたポイントが取締役等に付され、そのポイ
ントに応じた当社株式及び当社株式の換価処分金相当額の金銭が取締役等の退任後に交付ま
たは給付される株式報酬型の役員報酬であります。

2. 信託が保有する自社の株式に関する事項
（1）信託に残存する当社株式は、株主資本において自己株式として計上しております。
（2）当連結会計年度末における当該自己株式の帳簿価額は308百万円、株式数は107千株で

あります。
（株式付与ＥＳＯＰ信託）

当社は、当社及び当社グループ会社の従業員（国内非居住者を除き、以下「対象従業員」と
いう。）を対象とした株式付与ＥＳＯＰ信託を導入しております。
1. 取引の概要

株式付与ＥＳＯＰ信託は、当社グループにおける従業員のエンゲージメントを高め、企業
価値の持続的な向上を図ることを目的とした従業員インセンティブプランであります。当社
が定める株式交付要領に基づき、職位や中期経営計画における業績目標の達成度等に応じた
ポイントが対象従業員に付され、原則として中期経営計画が終了した翌連結会計年度に、そ
のポイントに応じた当社株式が対象従業員に対して交付される制度であります。

2. 信託が保有する自社の株式に関する事項
（1）信託に残存する当社株式は、株主資本において自己株式として計上しております。
（2）当連結会計年度末における当該自己株式の帳簿価額は1,161百万円、株式数は445千株

であります。
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注記事項
（連結貸借対照表関係）
1. 銀行法及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく債権は次のとおりであ
ります。なお、債権は、連結貸借対照表の「有価証券」中の社債（その元本の償還及び利息
の支払の全部又は一部について保証しているものであって、当該社債の発行が有価証券の私
募（金融商品取引法第２条第３項）によるものに限る。）、貸出金、外国為替、「その他資産」
中の未収利息及び仮払金並びに支払承諾見返の各勘定に計上されるもの並びに注記されてい
る有価証券の貸付けを行っている場合のその有価証券（使用貸借又は賃貸借契約によるもの
に限る。）であります。

破産更生債権及びこれらに準ずる債権額 15,636百万円
危険債権額 7,407百万円
三月以上延滞債権額 220百万円
貸出条件緩和債権額 4,332百万円
合計額 27,596百万円

破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始
の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権
であります。
危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪

化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権で破産
更生債権及びこれらに準ずる債権に該当しないものであります。
三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延してい

る貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権並びに危険債権に該当しないものでありま
す。
貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減

免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行っ
た貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権並びに三月以上延滞債権に該当
しないものであります。
なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

2. 手形割引は、業種別委員会実務指針第24号に基づき金融取引として処理しております。こ
れにより受け入れた商業手形及び買入外国為替等は、売却又は（再）担保という方法で自由
に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は1,877百万円であります。
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3. 担保に供している資産は次のとおりであります。
担保に供している資産
有価証券 101,999百万円
リース投資資産 8,404百万円
その他資産 3,952百万円

担保資産に対応する債務
預金 13,222百万円
借用金 86,202百万円

また、為替決済の担保として、次のものを差し入れております。
有価証券 26,080百万円

上記のほか、その他資産には、保証金605百万円、金融商品等差入担保金2,245百万円が
含まれております。

4. 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し
出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金
を貸し付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、
260,852百万円であります。このうち原契約期間が１年以内のものが167,963百万円ありま
す。
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残

高そのものが必ずしも当社並びに連結される子会社及び子法人等の将来のキャッシュ･フロ
ーに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の
保全及びその他相当の事由があるときは、銀行業を営む連結子会社等が実行申し込みを受け
た融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。ま
た、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期
的に予め定めている社内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、
与信保全上の措置等を講じております。
上記のほか、総合口座取引における当座貸越未実行残高が71,226百万円あります。

5. 土地の再評価に関する法律（1998年３月31日公布法律第34号）に基づき、銀行業を営む
連結子会社の事業用の土地の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金
相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土
地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。
再評価を行った年月日 1998年３月31日
同法律第３条第３項に定める再評価の方法
土地の再評価に関する法律施行令（1998年３月31日公布政令第119号）第２条第４号

に定める地価税価格に基づいて、近隣売買事例による補正等合理的な調整を行って算出。
同法律第10条に定める再評価を行った事業用の土地の当連結会計年度末における時価の合

計額と当該事業用の土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額657百万円
6. 有形固定資産の減価償却累計額 24,913百万円
7. 有形固定資産の圧縮記帳額 854百万円
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（連結損益計算書関係）
1. その他の経常収益には、株式等売却益2,960百万円を含んでおります。
2. その他の経常費用には、株式等売却損535百万円及び貸出金償却325百万円を含んでおり
ます。
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（連結株主資本等変動計算書関係）
1. 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

（単位：千株）
当連結会計年度
期 首 株 式 数

当連結会計年度
増 加 株 式 数

当連結会計年度
減 少 株 式 数

当連結会計年度末
株 式 数 摘 要

発行済株式
普通株式 23,016 ― ― 23,016
合 計 23,016 ― ― 23,016

自己株式
普通株式 1,684 0 15 1,669 (注)1、2
合 計 1,684 0 15 1,669

（注）1. 自己株式数の増加は単元未満株式の買取によるものであり、減少は単元未満株式の売
却及び役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当社株式の交付11千株、株式付与ＥＳＯＰ信託
が保有する当社株式の交付３千株によるものであります。

2. 当連結会計年度末の自己株式数には、役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当社株式107千
株、株式付与ＥＳＯＰ信託が保有する当社株式445千株が含まれております。

2. 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権
の内訳

新株予約権の
目的となる
株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数 （株） 当連結会計
年度末残高
（百万円）

摘 要当連結会計
年 度 期 首

当連結会計
年 度 増 加

当連結会計
年 度 減 少

当連結会計
年 度 末

当社
ストック・
オプション
と し て の
新株予約権

― 36

合 計 ― 36

3. 配当に関する事項
（1）当連結会計年度中の配当金支払額

（決議） 株式の種類 配当金の総額 １株当たり
配当額 基準日 効力発生日

2025年６月25日
定時株主総会 普通株式 1,314百万円 60.00円 2025年３月31日 2025年６月26日
2025年11月11日
取締役会 普通株式 1,533百万円 70.00円 2025年９月30日 2025年12月10日

合 計 2,847百万円
（注）1. 2025年６月25日開催の定時株主総会の決議に基づく配当金の総額には、役員報酬Ｂ

ＩＰ信託に対する配当金７百万円及び株式付与ＥＳＯＰ信託に対する配当金26百万円
が含まれております。

2. 2025年11月11日開催の取締役会の決議に基づく配当金の総額には、役員報酬ＢＩ
Ｐ信託に対する配当金７百万円及び株式付与ＥＳＯＰ信託に対する配当金31百万円が
含まれております。
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（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会計年度の末
日後となるもの
2026年６月25日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次

のとおり提案する予定であります。

株式の種類 配当金の総額 配当の原資 １株当たり
配当額 基準日 効力発生日

普通株式 2,189百万円 利益剰余金 100.00円 2026年３月31日 2026年６月26日

（注）上記の配当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ信託に対する配当金10百万円及び株式付与Ｅ
ＳＯＰ信託に対する配当金44百万円が含まれております。

（金融商品関係）
1. 金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

当社グループは、金融をコアとする総合サービスグループとして、銀行業務を中心に、
ローン事業及び投資商品の組成販売などの金融サービス事業を行っております。これらの
事業を行うため、市場の状況や長短のバランスを調整して、預金及びコール市場等より資
金調達を行っております。
このように、主として金利変動を伴う金融資産及び金融負債を有しているため、金利変

動による不利な影響が生じないように、当社グループでは、資産及び負債の総合的管理
（以下、「ＡＬＭ」という。）を行っております。

（2）金融商品の内容及びそのリスク
当社グループが保有する金融資産は、主として国内の取引先及び個人に対する貸出金で

あり、顧客の契約不履行によってもたらされる信用リスクに晒されております。また、有
価証券は、主に株式、債券、投資信託及び組合出資金であり、満期保有目的、純投資目的
及び事業推進目的で保有しております。これらは、それぞれ発行体の信用リスク及び金利
の変動リスク、市場価格の変動リスクに晒されております。このうち、デリバティブ取引
では主にＡＬＭの一環として行う金利スワップがありますが、ヘッジ対象である債券に関
わる金利変動リスクに対し、ヘッジ会計を適用しております。これらヘッジの有効性の評
価方法は、実務指針等に定められた方法により評価しております。

（3）金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスクの管理

当社グループは、信用リスクに関する管理諸規程に従い、主に銀行業を営む連結子会
社を中心に貸出金について、個別案件ごとの与信審査、与信限度額、信用情報管理、内
部格付、保証や担保の設定、問題債権への対応など与信管理に関する体制を整備し運営
しております。これらの与信管理は、リスク統括部の指導・助言により、グループ会社
で行われ、また、定期的に経営陣によるグループ経営会議や取締役会を開催し、審議・
報告を行っております。さらに、自己査定等の与信管理の状況については、監査部がチ
ェックしております。
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② 市場リスクの管理
当社グループは、市場リスクを「金利、有価証券の価格、為替等の様々な市場のリス

クファクターの変動により、保有する資産（オフバランス資産を含む）の価格が変動し
損失を被るリスク」とし、それに付随する信用リスク等の関連リスクも含め、市場リス
クと定義した上で、市場リスク管理の基本方針を定めた「市場リスク管理規則」に基づ
いて、市場リスクを適切に管理しております。
（ⅰ） 金利リスクの管理

当社グループは、主に銀行業を営む連結子会社が行うＡＬＭによって金利の変動
リスクを管理しております。日常的にはリスク統括部において金融資産及び負債の
金利や期間を総合的に把握し、ギャップ分析や金利感応度分析等によりモニタリン
グを行い、グループリスク管理委員会に報告しております。

（ⅱ） 為替リスクの管理
当社グループは、為替の変動リスクに関して、保有する外貨の持高（ポジショ

ン）が均衡する状態に保つことを基本原則として、主に銀行業を営む連結子会社に
て日々、外貨の総合持高（ネットポジション）を把握し、バランスコントロールを
行っております。

（ⅲ） 価格変動リスクの管理
当社グループは、市場リスクに関する諸規程に基づき価格変動リスクの管理を行

っております。有価証券運用については、主に銀行業を営む連結子会社にて開催さ
れるリスク管理委員会において、半期ごとに決定する有価証券運用計画に基づき、
実施しております。このうち、リスク統括部では、継続的なモニタリングを通じ
て、価格変動リスクの軽減を図っております。
グループ会社で管理している有価証券運用を目的としない株式の多くは、業務・

資本提携を含む事業推進目的で保有しているものであり、取引先の市場環境や財務
状況などをモニタリングしております。
これらの情報はリスク統括部を通じ、グループリスク管理委員会において定期的

に報告されております。
（ⅳ） 市場リスクに係る定量的情報

当社グループにおいて、市場リスクの影響を受ける主な金融商品は、「貸出金」、
「預金」、「有価証券」、及び「コールローン・コールマネー等」であります。

当社グループでは、「有価証券」について、ＶａＲ（観測期間は１年、保有期間
は事業推進目的の株式が１年でそれ以外は１ヶ月、信頼区間は99％、共分散行列
法）を用いて市場リスク量として、定量分析を行っております。
当該リスク量の算出にあたっては、各種リスクファクターに対する感応度及び各

種リスクファクターの相関を考慮した変動性を用いております（ただし、事業推進
目的の株式については、保有株式間のみの相関を考慮した変動性を用いておりま
す。）。2026年３月31日において、当該リスク量の大きさは9,104百万円になりま
す。
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当社グループでは、計測するＶａＲと実際の損益を比較するバックテストを、銀
行業を営む連結子会社を通じて定期的に実施しており、使用するモデルは十分な精
度があると考えております。
ただし、当該リスク量は過去の相場変動をベースに統計的に算出した一定の発生

確率での市場リスク量を算出しているため、通常では考えられないほど市場環境が
激変する状況下におけるリスク量は捕捉できない可能性があります。
当社グループでは、グループ資産の大半を占める「貸出金」、「預金」、「有価証

券」、及び「コールローン・コールマネー等」について、金利の変動が時価に与え
る影響額を定量的分析に利用しております。
当該影響額の算定にあたっては、対象の金融資産及び金融負債を固定金利群と変

動金利群に分けて、それぞれの金利期日に応じて適切な期間に残高を分解し、期間
ごとの金利変動幅を用いております。

③ 資金調達に係る流動性リスクの管理
当社グループは、流動性リスク管理の基本方針を定めた「流動性リスク管理規則」に

則り、流動性リスクを適切に管理しております。また、流動性カバレッジ比率の算出を
通して当社グループ全体の資産と調達をモニタリングしております。

（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によっ

た場合、当該価額が異なることもあります。
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2. 金融商品の時価等に関する事項
2026年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおり

であります。なお、市場価格のない株式等及び組合出資金は、次表には含めておりません
（（注１）参照）。また、現金預け金は、時価が帳簿価額と近似していることから、注記を省
略しております。

（単位：百万円）
連結貸借対照表
計 上 額 時 価 差 額

（1）有価証券
満期保有目的の債券 42,780 33,370 △9,410
その他有価証券 582,210 582,210 ―

（2）貸出金 2,011,117
貸倒引当金（＊） △13,473

1,997,644 1,988,855 △8,788
資産計 2,622,635 2,604,436 △18,198

（1）預金 2,638,962 2,638,575 △386
（2）借用金 89,502 88,672 △829

負債計 2,728,464 2,727,248 △1,216
（＊） 貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。

（注１） 市場価格のない株式等及び組合出資金の連結貸借対照表計上額は次のとおりであり、金
融商品の時価情報の「その他有価証券」には含めておりません。

（単位：百万円）

区 分 連結貸借対照表計上額
非上場株式（＊１）（＊２） 3,074
組合出資金（＊３） 2,035
（＊１） 非上場株式については、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業

会計基準適用指針第19号 2020年３月31日）第５項に基づき、時価開示の対
象とはしておりません。

（＊２） 当連結会計年度において、非上場株式の減損処理はありません。
（＊３） 組合出資金については、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第31号 2021年６月17日）第24-16項に基づき、時価開示の
対象とはしておりません。
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（注２） 金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日以後の償還予定額
（単位：百万円）

１年以内 １年超
３年以内

３年超
５年以内

５年超
７年以内 ７年超

有価証券 42,464 127,498 129,586 50,178 212,137
満期保有目的の債券 ― 10,276 ― ― 32,503
国債 ― 10,276 ― ― 32,503

その他有価証券のう
ち満期があるもの 42,464 117,222 129,586 50,178 179,633
国債 ― 11,343 5,962 − 51,667
地方債 22,020 23,179 25,403 20,866 42,421
社債 12,155 30,217 17,657 11,912 21,769
その他 8,288 52,482 80,562 17,399 63,775

貸出金（＊） 124,990 133,390 167,355 114,394 1,350,743
合計 167,454 260,888 296,941 164,572 1,562,881

（＊） 貸出金のうち、期間の定めのないもの120,244百万円は含めておりません。

（注３） 借用金及びその他の有利子負債の連結決算日以後の返済予定額
（単位：百万円）

１年未満 １年以上
３年未満 ３年以上

預金 2,538,726 84,129 16,107

（単位：百万円）

１年以内 １年超
３年以内 ３年超

借用金 14,684 72,737 2,080
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3. 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以

下の３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：資産又は負債の活発な市場における相場価格により算定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを

用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できないインプットを使用して算出した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイン

プットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時
価を分類しております。

（1）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品（2026年３月31日）
（単位：百万円）

区 分 時 価
レベル１ レベル２ レベル３ 合 計

有価証券
その他有価証券
国債 68,973 ― ― 68,973
地方債 ― 133,891 ― 133,891
社債 ― 93,711 ― 93,711
株式 25,838 2,233 ― 28,072
その他
外国証券 28,961 129,107 ― 158,068
投資信託 ― 99,494 ― 99,494

資産計 123,772 458,437 ― 582,210

（2）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品（2026年３月31日）
（単位：百万円）

区 分 時 価
レベル１ レベル２ レベル３ 合 計

有価証券
満期保有目的の債券
国債 33,370 ― ― 33,370

貸出金（＊） ― ― 1,988,855 1,988,855
資産計 33,370 ― 1,988,855 2,022,226

預金 ― 2,638,575 ― 2,638,575
借用金 ― 73,521 15,150 88,672

負債計 ― 2,712,097 15,150 2,727,248
（＊） 貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を13,473百万円控除しておりま

す。
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（注） 時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
資産
貸出金

貸出金については、将来キャッシュ・フロー見積額を市場金利等（スワップ金利等）の
適切な指標に信用スプレッド等を上乗せした利率で割り引いて算出した現在価値を時価と
しております。信用スプレッド等を利用した割引率が観察不能であることから、レベル３
の時価に分類しております。なお、変動金利による取引は、短期間で市場金利を反映する
ため、貸出先の信用状態が実行後大きく異なっていない限り、時価は帳簿価額と近似して
いることから、当該帳簿価額を時価としております。また、約定期間が短期間（１年以
内）の取引についても時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価とし
ており、レベル３の時価に分類しております。
破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、見積将来キャッシュ･

フローの割引現在価値又は担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定
しているため、時価は連結決算日における連結貸借対照表上の債権等計上額から貸倒引当
金計上額を控除した金額に近似しており、当該価額を時価としており、レベル３の時価に
分類しております。

有価証券
有価証券については、活発な市場における無調整の相場価格を利用できるものはレベル

１の時価に分類しております。主に上場株式や日本国債がこれに含まれます。公表された
相場価格を用いていたとしても市場が活発でない場合にはレベル２の時価に分類しており
ます。主に地方債、社債がこれに含まれます。
また、市場における取引価格が存在しない投資信託について、解約又は買戻請求に関し

て市場参加者からリスクの対価を求められるほどの重要な制限がない場合には基準価格を
時価とし、レベル２の時価に分類しております。

負債
預金

要求払預金については、連結決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみ
なしております。また、定期預金の時価は、一定の期間ごとに区分して、将来のキャッシ
ュ･フローを割り引いて算出した現在価値を時価としております。割引率は、新規に預金
を受け入れる際に使用する利率を用いております。なお、預入期間が短期間（１年以内）
のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としておりま
す。これらの取引につきましては、レベル２の時価に分類しております。

借用金
借用金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、実行後の信

用状態は大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるた
め、当該帳簿価額を時価としております。固定金利によるものは、一定の期間ごとに区分
した当該借用金の元利金の合計額を同様の借入において想定される利率で割り引いた現在
価値を時価としております。観察できないインプットによる影響額が重要な場合はレベル
３の時価、そうでない場合はレベル２の時価に分類しております。
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（ストック・オプション等関係）
1. ストック･オプションにかかる当連結会計年度における費用計上額及び科目名

該当事項はありません。
2. ストック･オプションの内容、規模及びその変動状況

当社が沖縄銀行の単独株式移転により設立されたことに伴い、沖縄銀行が発行していた
新株予約権者に対して当社の新株予約権を交付したものであります。
第４回から第７回新株予約権につきましては、沖縄銀行において、2016年７月１日付

で普通株式１株当たり1.2株の割合で株式分割を行っております。なお、ストック・オプ
ションの数は分割後の数値によっております。
また、沖縄銀行において、役員に対する株式報酬制度を導入し、株式報酬型ストック・

オプション制度を廃止したことに伴い、第８回新株予約権以降、新規割り当てを行ってお
りません。

（1）ストック・オプションの内容
株式会社おきなわ

フィナンシャルグループ
第４回新株予約権

株式会社おきなわ
フィナンシャルグループ

第５回新株予約権
付与対象者の区分及び人数 当社取締役（社外取締役を

除く）２名
当社取締役（社外取締役を
除く）３名

株式の種類別のストック・
オプションの数（注１） 普通株式 5,004株 普通株式 6,996株
付与日（注２） 2013年８月５日 2014年８月５日
権利確定条件 権利確定条件は定めていな

い
権利確定条件は定めていな
い

対象勤務期間 対象勤務期間は定めていな
い

対象勤務期間は定めていな
い

権利行使期間 2021年10月１日から
2043年８月５日まで

2021年10月１日から
2044年８月５日まで

株式会社おきなわ
フィナンシャルグループ

第６回新株予約権

株式会社おきなわ
フィナンシャルグループ

第７回新株予約権
付与対象者の区分及び人数 当社取締役（社外取締役を

除く）３名
当社取締役（社外取締役を
除く）３名

株式の種類別のストック・
オプションの数（注１） 普通株式 6,360株 普通株式 8,364株
付与日（注２） 2015年８月10日 2016年８月８日
権利確定条件 権利確定条件は定めていな

い
権利確定条件は定めていな
い

対象勤務期間 対象勤務期間は定めていな
い

対象勤務期間は定めていな
い

権利行使期間 2021年10月１日から
2045年８月10日まで

2021年10月１日から
2046年８月８日まで
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株式会社おきなわ
フィナンシャルグループ

第８回新株予約権
付与対象者の区分及び人数 当社取締役（社外取締役を

除く）３名
株式の種類別のストック・
オプションの数（注１） 普通株式 4,730株
付与日（注２） 2017年８月４日
権利確定条件 権利確定条件は定めていな

い
対象勤務期間 対象勤務期間は定めていな

い
権利行使期間 2021年10月１日から

2047年８月４日まで
（注）1. 株式数に換算して記載しております。

2. 付与日は沖縄銀行における当初の付与日であります。
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（2）ストック・オプションの規模及びその変動状況
当連結会計年度（2026年３月期）において存在したストック・オプションを対象とし、

ストック・オプションの数については、株式数に換算して記載しております。
① ストック・オプションの数

株式会社おきなわ
フィナンシャル

グループ
第４回新株予約権

株式会社おきなわ
フィナンシャル

グループ
第５回新株予約権

株式会社おきなわ
フィナンシャル

グループ
第６回新株予約権

株式会社おきなわ
フィナンシャル

グループ
第７回新株予約権

権利確定前（株）
前連結会計年度末 ― ― ― ―
付与 ― ― ― ―
失効 ― ― ― ―
権利確定 ― ― ― ―
未確定残 ― ― ― ―

権利確定後（株）
前連結会計年度末 1,500 2,628 1,680 2,388
権利確定 ― ― ― ―
権利行使 ― ― ― ―
失効 ― ― ― ―
未行使残 1,500 2,628 1,680 2,388

株式会社おきなわ
フィナンシャル

グループ
第８回新株予約権

権利確定前（株）
前連結会計年度末 ―
付与 ―
失効 ―
権利確定 ―
未確定残 ―

権利確定後（株）
前連結会計年度末 1,720
権利確定 ―
権利行使 ―
失効 ―
未行使残 1,720
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② 単価情報
株式会社おきなわ
フィナンシャル

グループ
第４回新株予約権

株式会社おきなわ
フィナンシャル

グループ
第５回新株予約権

株式会社おきなわ
フィナンシャル

グループ
第６回新株予約権

株式会社おきなわ
フィナンシャル

グループ
第７回新株予約権

権利行使価格 １株当たり
１円

１株当たり
１円

１株当たり
１円

１株当たり
１円

行使時平均株価 １株当たり
―円

１株当たり
―円

１株当たり
―円

１株当たり
―円

付与日における公正
な評価単価

１株当たり
4,112円

１株当たり
4,114円

１株当たり
5,321円

１株当たり
3,017円

株式会社おきなわ
フィナンシャル

グループ
第８回新株予約権

権利行使価格 １株当たり
１円

行使時平均株価 １株当たり
―円

付与日における公正
な評価単価

１株当たり
4,310円

（注） 株式会社おきなわフィナンシャルグループ第４回新株予約権から第７回新株予
約権までの権利行使価格は株式分割に伴い調整された後の数値を記載しており
ます。

3. ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法
該当事項はありません。

4. ストック・オプションの権利確定数の見積方法
基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映さ

せる方法を採用しております。
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（１株当たり情報）
１株当たりの純資産額 7,601円48銭
１株当たりの親会社株主に帰属する当期純利益金額 529円11銭
潜在株式調整後１株当たり親会社株主に帰属する当期純利益金額 528円87銭

（注） 株主資本において自己株式として計上されている役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当社株
式及び株式付与ＥＳＯＰ信託が保有する当社株式は、１株当たりの純資産額の算定上、
期末発行済株式数から控除する自己株式に含め、１株当たりの当期純利益金額及び潜在
株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上、期中平均株式数の計算において控除す
る自己株式に含めております。
１株当たりの純資産額の算定において控除した当該自己株式の期末株式数は553千株

であり、１株当たりの当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の
算定において控除した当該株式の期中平均株式数は557千株であります。
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（収益認識関係）
1. 顧客との契約から生じる収益を分解した情報（自 2025年４月１日 至 2026年３月31

日）
（単位：百万円）

報告セグメント その他 合計銀行業 リース業 計
役務取引等収益 6,055 ― 6,055 2,061 8,117
預金・貸出業務 1,586 ― 1,586 68 1,654
為替業務 1,821 ― 1,821 ― 1,821
証券関連業務 613 ― 613 1,432 2,045
代理業務 1,905 ― 1,905 0 1,905
その他 128 ― 128 560 688

その他 54 300 354 2,950 3,305
顧客との契約から生じる経常収益 6,110 300 6,410 5,012 11,422
上記以外の経常収益 45,597 11,996 57,594 1,400 58,994
外部顧客に対する経常収益 51,708 12,297 64,005 6,412 70,417
（注）1．一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。

2.「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、金融商品
取引業、クレジットカード業、信用保証業等であります。

2. 収益を理解するための基礎となる情報
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「会計方針に関する

事項 15.収益の計上方法（1）役務取引等収益、その他業務収益及びその他経常収益」に
記載しているため、省略しております。

3. 当該連結会計年度及び当該連結会計年度の末日後の収益の金額を理解するための情報
重要性が乏しいため記載を省略しております。
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第５期末 （2026年３月31日現在）貸借対照表
（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（資産の部） （負債の部）

流 動 資 産 536 流 動 負 債 252
現 金 及 び 預 金 507 未 払 費 用 8
前 払 費 用 15 未 払 法 人 税 等 12
そ の 他 流 動 資 産 13 未 払 消 費 税 等 11

固 定 資 産 141,407 預 り 金 4
有 形 固 定 資 産 5 賞 与 引 当 金 50
建 物 3 役 員 賞 与 引 当 金 5
工具、器具及び備品 2 そ の 他 流 動 負 債 158

無 形 固 定 資 産 32 固 定 負 債 1,204
ソ フ ト ウ ェ ア 32 長 期 預 り 金 1,161

投 資 そ の 他 の 資 産 141,369 株 式 報 酬 引 当 金 43
関 係 会 社 株 式 141,336 負 債 の 部 合 計 1,456
繰 延 税 金 資 産 33 （純資産の部）

株 主 資 本 140,451
資 本 金 20,000
資 本 剰 余 金 119,543
資 本 準 備 金 5,000
そ の 他 資 本 剰 余 金 114,543

利 益 剰 余 金 4,814
そ の 他 利 益 剰 余 金 4,814
繰 越 利 益 剰 余 金 4,814

自 己 株 式 △3,906
新 株 予 約 権 36
純 資 産 の 部 合 計 140,487

資 産 の 部 合 計 141,943 負債及び純資産の部合計 141,943
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( )第５期 2025年４月１日から 損益計算書2026年３月31日まで
（単位：百万円）

科 目 金 額
営 業 収 益 2,532

関 係 会 社 受 取 配 当 金 1,472
関 係 会 社 受 入 手 数 料 1,060

営 業 費 用 1,003
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,003

営 業 利 益 1,528
営 業 外 収 益 0

雑 収 入 0
営 業 外 費 用 5

雑 損 失 5
経 常 利 益 1,523
税 引 前 当 期 純 利 益 1,523
法 人 税、住 民 税 及 び 事 業 税 25
法 人 税 等 調 整 額 △4
法 人 税 等 合 計 20
当 期 純 利 益 1,503

2026年05月19日 19時26分 $FOLDER; 71ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



計算書類

71

( )第５期 2025年４月１日から 株主資本等変動計算書2026年３月31日まで
（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計
当期首残高 20,000 5,000 114,543 119,543
当期変動額
剰余金の配当
当期純利益
自己株式の取得
自己株式の処分 0 0
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当期変動額合計 ― ― 0 0
当期末残高 20,000 5,000 114,543 119,543

株 主 資 本
利 益 剰 余 金

自 己 株 式 株主資本合計その他利益剰余金 利益剰余金
合 計繰越利益剰余金

当期首残高 6,158 6,158 △3,946 141,754
当期変動額
剰余金の配当 △2,847 △2,847 △2,847
当期純利益 1,503 1,503 1,503
自己株式の取得 △1 △1
自己株式の処分 42 42
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当期変動額合計 △1,343 △1,343 40 △1,303
当期末残高 4,814 4,814 △3,906 140,451
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新株予約権 純資産合計

当期首残高 36 141,790

当期変動額

剰余金の配当 △2,847
当期純利益 1,503
自己株式の取得 △1
自己株式の処分 42
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) ― ―

当期変動額合計 ― △1,303
当期末残高 36 140,487
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個別注記表
記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

重要な会計方針
1. 有価証券の評価基準及び評価方法

有価証券の評価は、子会社・子法人等株式については移動平均法による原価法により行って
おります。

2. 固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産

有形固定資産は、定率法を採用しております。
また、主な耐用年数は次のとおりであります。
建 物 15年〜17年
その他 ５年〜８年

（2）無形固定資産
無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間（５年）に基づいて償却しております。

3. 引当金の計上基準
（1）賞与引当金

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額
のうち、当事業年度に帰属する額を計上しております。

（2）役員賞与引当金
役員賞与引当金は、役員への賞与の支払いに備えるため、役員に対する賞与の支給見込額

のうち、当事業年度に帰属する額を計上しております。
（3）株式報酬引当金

株式報酬引当金は、役員報酬ＢＩＰ信託による当社株式の交付に備えるため、株式交付規
程に基づき、役員に割り当てられたポイントに応じた株式の給付見込額を計上しておりま
す。

追加情報
（役員報酬ＢＩＰ信託）

役員報酬ＢＩＰ信託に関する注記については、連結計算書類の「連結注記表（追加情報）」
に同一の内容を記載しているため、記載を省略しております。

（株式付与ＥＳＯＰ信託）
株式付与ＥＳＯＰ信託に関する注記については、連結計算書類の「連結注記表（追加情報）」

に同一の内容を記載しているため、記載を省略しております。
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注記事項
（貸借対照表関係）
1. 有形固定資産の減価償却累計額 9百万円
2. 関係会社に対する金銭債権総額 430百万円
3. 関係会社に対する金銭債務総額 1,169百万円

（損益計算書関係）
関係会社との取引高
1. 営業取引による取引高

営業収益 2,532百万円
営業費用 10百万円

2. 営業取引以外の取引による取引高
該当事項はありません。

3. 関連当事者との取引
子会社及び関連会社等

（単位：百万円）

種 類 会社等の名称 所在地
資本金
又 は
出資金

事業の内容
議決権等
の 所 有
（被所有）
割 合

関連当事者
と の 関 係

取 引 の
内 容

取 引
金 額 科目 期 末

残 高

子会社 株 式 会 社
沖 縄 銀 行

沖縄県
那覇市 22,725 銀 行 業 直接

100％
経営管理・
役員の兼任、
兼務職員の受入

経営指導料
の 受 取
（注１）

1,060 ― ―

配 当 金 の
受 取 1,300 ― ―

兼務者人件
費 の 支 払
（注２）

611 ― ―

（注）1. 経営指導料は、当社の経営活動に必要な諸経費として合理的に見積られた金額に基づ
き算定しております。

2. 兼務者人件費は、兼務者在籍元の給与を基準に双方協議の上決定しております。
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（株主資本等変動計算書関係）
自己株式の種類及び株式数に関する事項

（単位：千株）
当 事 業 年 度
期首株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末
株 式 数 摘 要

自己株式
普通株式 1,684 0 15 1,669 (注)1、2
合 計 1,684 0 15 1,669

（注）1. 自己株式数の増加は単元未満株式の買取によるものであり、減少は単元未満株式の売
却及び役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当社株式の交付11千株、株式付与ＥＳＯＰ信託
が保有する当社株式の交付３千株によるものであります。

2. 当事業年度末の自己株式数には、役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当社株式107千株、
株式付与ＥＳＯＰ信託が保有する当社株式445千株が含まれております。

（税効果会計関係）
1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ次のとおりであり
ます。

繰延税金資産
関係会社株式 130 百万円
賞与引当金 15
株式報酬引当金 13
その他 4

繰延税金資産小計 164
評価性引当額 △130
繰延税金資産合計 33
繰延税金負債 ―
繰延税金資産の純額 33 百万円
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（１株当たり情報）
１株当たりの純資産額 6,579円53銭
１株当たりの当期純利益金額 70円42銭
潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 70円39銭

（注）株主資本において自己株式として計上されている役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当社株
式及び株式付与ＥＳＯＰ信託が保有する当社株式は、１株当たりの純資産額の算定上、
期末発行済株式数から控除する自己株式に含め、１株当たりの当期純利益金額及び潜在
株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上、期中平均株式数の計算において控除す
る自己株式に含めております。
１株当たりの純資産額の算定において控除した当該自己株式の期末株式数は553千株で
あり、１株当たりの当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算
定において控除した当該株式の期中平均株式数は557千株であります。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書
独立監査人の監査報告書

2026年５月11日
株式会社 おきなわフィナンシャルグループ
取 締 役 会 御 中

有限責任監査法人トーマツ
那 覇 事 務 所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 濵 村 正 治
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 照 屋 洋 平

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、株式会社

おきなわフィナンシャルグループの2025年4月1日から2026年3月
31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照
表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表に
ついて監査を行った。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公
正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社おきなわ
フィナンシャルグループ及び連結子会社からなる企業集団の当該連
結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点に
おいて適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査

の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人の
責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されて
いる。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会
的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に
従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人とし
てのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表
明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営

者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、
監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及
び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記
載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対して
意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内
容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と連結計算書
類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があ
るかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその
他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことに
ある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な
誤りがあると判断した場合には、その事実を報告することが求めら
れている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企

業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示すること
にある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結
計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内
部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に
基づき連結計算書類を作成することが適切であるかどうかを評価し、
我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づ
いて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項
を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用におけ
る取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体として

の連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどう
かについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場か
ら連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、
不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、
連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込ま
れる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基
準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行
い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価す
る。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実
施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、
意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意
見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関
連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並び
に経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注
記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成すること
が適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企
業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重
要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に
関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連
結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性
に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書
類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査
人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいている
が、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなく
なる可能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に
公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかとと
もに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内
容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示
しているかどうかを評価する。

・ 連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結
子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手するため
に、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計算書
類の監査に関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人
は、単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実
施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監
査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の
事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国にお
ける職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性
に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去す
るための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準に
まで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容に
ついて報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、

公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
以 上
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計算書類に係る会計監査人の監査報告書
独立監査人の監査報告書

2026年５月11日
株式会社 おきなわフィナンシャルグループ
取 締 役 会 御 中

有限責任監査法人トーマツ
那 覇 事 務 所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 濵 村 正 治
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 照 屋 洋 平

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、株式

会社おきなわフィナンシャルグループの2025年4月1日から2026年
3月31日までの第5期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、
損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属
明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正
妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等に係
る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表
示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査

の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人の
責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されてい
る。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的
影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従
って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理
上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十
分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営

者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、
監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及
び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記
載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対して
意見を表明するものではない。

計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内
容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と計算書類等
又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違がある
かどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他
の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにあ
る。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要
な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告することが求め
られている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企

業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示することに
ある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書
類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統
制を整備及び運用することが含まれる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基
づき計算書類等を作成することが適切であるかどうかを評価し、我
が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づい
て継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を
開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用におけ
る取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体として

の計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうか
について合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から
計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正
又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計
算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる
場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基
準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行
い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価す
る。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実
施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、
意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見
表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際
して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連
する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並び
に経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注
記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが
適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業
の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要
な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関
する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算
書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関
する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対し
て除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論
は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来
の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能
性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公
正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかととも
に、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、
並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示してい
るかどうかを評価する。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実
施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監
査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の
事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国にお
ける職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性
に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去す
るための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準に
まで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容に
ついて報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の

規定により記載すべき利害関係はない。
以 上
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監査等委員会の監査報告書
監 査 報 告 書

当監査等委員会は、2025年４月１日から2026年３月31日までの第５期事業年度における取締役の職務
の執行を監査いたしました。その方法及び結果について以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容
監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内

容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等からそ
の構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するととも
に、下記の方法で監査を実施いたしました。

①監査等委員会が定めた監査等委員会監査等の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、会
社の内部監査部門その他内部統制所管部門と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等
からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲
覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社につ
いては、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から
事業の報告を受けました。

②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するととも
に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。ま
た、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第
131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備し
ている旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益
計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照
表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果
(１)事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認め
ます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められま
せん。

③内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シ
ステムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認めら
れません。

(２)計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(３)連結計算書類の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2026年５月12日
株式会社 おきなわフィナンシャルグループ 監査等委員会

常勤監査等委員 佐喜真 裕 ㊞
監査等委員 村上 尚子 ㊞
監査等委員 杉本 健次 ㊞
監査等委員 野崎 聖子 ㊞

（注）監査等委員村上尚子氏及び杉本健次氏、野崎聖子氏は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定
する社外取締役であります。

以 上
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会場案内図

株主総会会場のご案内

2026年６月25日（木曜日）午前10時（受付開始時間：午前9時30分）日 時

沖縄県那覇市久茂地3丁目10番1号
沖縄銀行本店 5階ホール場 所

098-867-2141（代表）

交 通
市内線 1、5、9、14、15 番にて「沖銀本店前バス停」下車 至近

「県庁前駅」下車 徒歩約2分

バスご利用（那覇バス）

ゆいレール

お願い
〇今年から会場が変更となっておりますので、お間違えのないようご注意ください。
〇会場の駐車場は台数に限りがございます。

ご来場の際は、公共交通機関をご利用くださいますようお願い申し上げます。
〇株主総会会場でのサポートが必要な株主さまは、準備の都合上、事前に上記

の連絡先にご連絡をお願い申し上げます。
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